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第 1 章  調査の目的と内容 
 

1.1. 調査の背景・目的 
我が国の都市においては、社会経済情勢の変化に伴い、人口減少や高齢化、厳しい財政制約等の諸課題

が顕在化する中、人工知能(AI)・IoT等の新技術やビッグデータなど(以下「先進的技術」という。)をま

ちづくりに活かすことで、市民生活・都市活動や都市インフラの管理・活用を飛躍的に高度化・効率化し、

都市・地域が抱える課題解決につなげるスマートシティの実現に向けた取組を推進することが求められ

ている。 

 

 2019 年 5月、先進的技術をまちづくり分野に取り入れ、持続可能で分野横断的な取組により、都市・

地域の課題解決に係るソリューションシステムの構築を目指す提案が公募され、全国で 15の先行モデ

ルプロジェクトが選定され、柏市（柏の葉キャンパス駅周辺）もそのひとつとして選ばれた。 

 

本調査では、柏市（柏の葉キャンパス駅周辺）を対象としたスマートシティを実現するための手法を

検討し、スマートシティ実行計画を作成するために、都市の課題の整理と課題解決に向けた先進的技術

の活用方策の検討や実証調査に向けた検討を実施するものである。 

 

 
1.2. 調査の内容 
 業務仕様書に示された調査の内容は、下記に示すとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１） 都市の課題に対して実効性のある先進的技術の

活用手法の検討・整理 

 

柏市(柏の葉キャンパス駅周辺)の課題を既往の計画

や各自治体の最新データをもとに整理したうえで、課

題に応じて活用可能な先進的技術を抽出し、導入の実

現可能性を検討する。 

 

２） データの利活用における条件設定 

 

 

標準化されたフォーマットの使用や多様な主体がデ

ータフォーマットを活用できること、 

また、既存のプラットフォームとの連携が可能となる

仕様を検討する。 

 

４） モデル事業としての横展開 

 

 

今後、スマートシティに取り組む団体に対し横展開が

できるように、これまでの取組の成果の検証やボトル

ネックの分析等を行うとともに、共通的に活用できる

取組と個別の取組を整理する。 

 

３） 報告書のとりまとめ 

 

 

1）～3）の検討結果を報告書にとりまとめ、報告書の

概要に関するプレゼンテーション資料（パワーポイン

ト）を作成する。 
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 仕様書の内容、本報告の目次、スマートシティ実行計画の内容等との関係を下記に示す。 
 
 本報告書は、参考資料であるスマートシティ実行計画を策定するにあたって検討した内容のうち、「先

進的技術の導入に向けた検討」と「データ利活用に関する検討」について、その内容とプロセス等につい

て記載するとともに、各取組における成果と今後の課題等をまとめたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-1 本報告書の構成  

1) 
 
都市の課題に対して実効 
性のある先進的技術の 
活用手法の検討・整理 

2) 
 
データの利活用に 
おける条件設定 

 

3) 
 
モデル事業としての 
横展開 

 

第 1章 
 

調査の目的と内容 

 

第 2章 
 
都市の課題に対して実効性
のある先進的技術の活用 

手法の検討・整理 

第 4章 
 

モデル事業としての 
横展開 

第 3章 
 

データの利活用に 
向けた取組 

第 1章 計画の概要 

第 2章 計画区域の課題とビジョン 

第１部 計画のビジョン・全体像 

第２部 各取組の概要 

第 3章 モビリティ 
3.2 計画区域における取組内容 
3.4 データの利活用方針 

第 4章 エネルギー 
4.2 計画区域における取組内容 
4.4 データの利活用方針 

第 5章 パブリックスペース 
5.2 計画区域における取組内容 
5.4 データ利活用方針等 

第 6章 ウェルネス 
6.2 計画区域における取組内容 
6.4 データ利活用方針 

第３部 進化し続けるスマートシティ 
に向けて 

第 9章 市民中心のスマートシティ 

推進に向けて 

第 8章 分野横断型データ利活用 

について 

第 7章 データプラットフォーム 

各ワーキングにおける取組成果と課題 

4) 
 
報告書取りまとめ 
概要 PPT作成 

 

概要に関するプレゼンテーション資料 

(参考資料 2) 

仕様書の調査内容 本報告書 
スマートシティ実行計画 

（参考資料 1） 
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1.3. 実施体制について 
2006 年に柏の葉に開設されて、公・民・学連携のもとに、まちづくりを行ってきた柏の葉アーバンデ

ザインセンター（UDCK/センター長 出口敦東京大学教授）を中心にコンソーシアムを組織し、UDCKに加

えて柏市、三井不動産が幹事機関として事務局を担った。 

データプラットフォームやモデル事業の構築運営にあたっては、5 つのワーキング※（以下、WG）を組

成し、下図に示す企業等をメンバーとして複数回の WG を開催して、取組内容の検討等を行った。なお、

各 WGにおいては、下記の学識者にアドバイザーとしてご参加頂いた。 

※5つのワーキング：モビリティ、エネルギー、パブリックスペース、ウェルネス、データプラットフォーム 

表 1-1. コンソーシアム参加団体（2020年 3月 19日時点 21団体） 

 
表 1-2. 分野別アドバイザー 

 

モデル事業分野 アドバイザー 

モビリティ 須田 義大（東京大学生産技術研究所 教授） 

エネルギー 赤司 泰義（東京大学大学院工学系研究科 教授） 

パブリック 
スペース 

出口 敦 （東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授） 

花里 真道（千葉大学予防医学センター・健康都市空間デザイン学 准教授） 

ウェルネス 
飯島 勝矢（東京大学高齢社会総合研究機構 教授） 

花里 真道（千葉大学予防医学センター・健康都市空間デザイン 准教授） 

データ 
プラットフォーム 

柴崎 亮介（東京大学空間情報科学研究センター 教授） 

持丸 正明（国立研究開発法人産業技術総合研究所 人間拡張研究センター 研究センター長） 

地方公共団体代表 柏市 

民間事業者等代表 三井不動産株式会社 

構  成 企 業 等 

（五十音順） 

(株)アイ・トランスポート・ラボ 

(株)奥村組 

柏 ITS推進協議会 

柏の葉アーバンデザインセンター(UDCK) 

川崎地質(株) 

国立がん研究センター東病院 

産業技術総合研究所 

首都圏新都市鉄道(株) 

東京大学モビリティ・イノベーション連携研究機構 

(株)長大 

凸版印刷(株) 

(株)日建設計総合研究所 

日本電気(株) 

日本ユニシス(株） 

(株)nemuli 

パシフィックコンサルタンツ(株) 

日立製作所(株) 

(株)富士通交通・道路データサービ 

(一社)UDCKタウンマネジメント 
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1.4. 調査対象区域 
つくばエクスプレス沿線で進む、柏北部中央地

区一体型特定土地区画整理事業の区域、並びに、す

でに事業が完了し、大学や研究機関等が立地する柏

通信所跡地土地区画整理事業の区域を含む、柏の葉

キャンパス駅を中心とする半径 2km 圏を対象区域

とする。 

 
1.5. 柏の葉エリアの概要と上位計画 
1.5.1. 柏の葉エリアの概要 

柏の葉エリアは、秋葉原と筑波研究学園都市間に

2005 年に開通したつくばエクスプレス（以下 TX）

柏の葉キャンパス駅から柏たなか駅一帯にかけて

の開発地区とその周辺エリアで、都心 30 キロ圏に

位置する首都圏の郊外地域である。TX の開通によ

り都心と 30 分で結ばれ、沿線では鉄道整備と一体

となった大規模な土地区画整理事業が進められている。 

エリア内には、県立柏の葉公園、東京大学、千葉大学、国の研究機関など、様々な施設が立地しており、

柏市の都市拠点と位置付けられている。柏の葉キャンパス駅付近は、もともと三井不動産グループのゴル

フ場があった経緯から、駅の開業以来、三井不動産グループが中心となって次世代モデル都市づくりが進

められている。 

 

1.5.2.柏の葉国際キャンパスタウン構想（2008.3） 
柏の葉のポテンシャルを活かし、世界水準の新しい都市づくりを進めるためには、地域の関係者である

千葉県・柏市、大学、民間企業、市民・NPO等が連携・協働してまちづくりを進める必要がある。そのた

めの共通の拠り所として 2008年 3月に策定されたのが「柏の葉国際キャンパスタウン構想」である。本

構想は、2014年 3月、2020 年 3月と、改定を重ねながらも、10年以上にわたって柏の葉のまちづくりの

基本的な指針となっている。 

本構想では、まち全体が大学のキャンパ

スのような場となり、知的交流（学び合い）

から新たな産業や文化を生み出していく

ことを目指している。地域社会に必要な公

的サービスを担う「公」、地域の活力と魅

力の向上を担う「民」、そして専門知識や

技術を基に先進的な活動を担う「学」の各

主体が、従来の枠組みを超えて連携し、 
「国際学術研究都市・次世代環境都市」を形成することを理念としている。 

東京大学柏キャンパス 

東京大学柏Ⅱキャンパス 

県立 柏の葉公園 

国立がん研究センター東病院 

こんぶくろ池自然博物公園 

柏の葉キャンパス駅 

千葉大学柏の葉キャンパス 
ららぽーと柏の葉 

アクアテラス／T-SITE 

2km圏 

柏北部中央地区一体型特定土地区画整理事業区域 
柏通信所跡地土地区画整理事業区域 

図 1-2 対象区域図 

図 1-3 柏の葉国際キャンパスタウン構想の理念 

N 
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1.6.計画区域のコンセプトと戦略 
 

本計画は、先進的技術とデータ活用により都市・地域の課題を解決することを目的としている。従前よ

り、公・民・学連携で策定し推進してきた地域の将来ビジョン「柏の葉国際キャンパスタウン構想」をベ

ースに、次なるステージとして推進する柏の葉スマートシティの戦略について整理する。 
 

1.6.1. 計画区域の現状と課題 
計画区域の特徴としては、下記が挙げられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-4 計画区域の特徴 

 

計画区域における主な課題及び方向性として、下記の 4点が挙げられる。駅を中心として多機能がコ

ンパクトに集積したエリア特性を活かし、データの収集・活用を行いながらこの 4点の課題に対応す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-5 計画区域の課題 

1 2 
新たな都市機能の立地誘導や、既存施設

の有効活用・連携促進のために、地域内

の短～中距離移動の強化が必要。 

駅を中心とする地域内移動の利便性向上 

モビリティ機能の強化 

駅前の高密複合エリアにおいて、環境負

荷を低く抑えた開発モデルや暮らし方を

具現化することは社会的使命。 

駅前複合エリアにおける CO₂排出量削減 

エネルギーの効率利用 

3 4 
人を呼び込み、暮らしを支える豊かな都

市空間形成のために、高質な公共空間の

整備とその持続的な運営が課題。 

駅前における活気ある都市空間運営 

パブリックスペースの活性化 

あらゆる世代が、将来にわたって健康に暮

らし続けられるまちとなるために、日常生

活の中で健康を持続することが課題。 

駅を拠点とする暮らしに根差した健康支援 

ウェルネスなまちづくり 

駅から 2km圏内に 

拠点施設が集積 

駅前にスマートシティ 

（エネルギー）のモデル街区を整備 
駅前から縁辺部へと 

土地区画整理事業が進行

 

 鉄道整備に先行して行われた柏

通信所跡地土地区画整理事業区

域（面積 187.8ha）内には、東京

大学や千葉大学、国立がん研究

センター東病院、県立柏の葉公

園等の拠点施設が存在。駅から 1

～2km圏の同地区内では、今なお

研究機関立地が進む。 

鉄道整備と一体で行われている

柏北部中央地区一体型特定土地

区 画 整 理 事 業 区 域 （ 面 積

272.9ha）内では、駅前スマート

シティモデル街区が 2014年完成

し、運用開始している。 

 

柏北部中央地区内一体型特定土

地区画整理事業区域内の人口は

１万人（2019年 10月現在）を超

え増加中だが、計画人口 26,000

人に向けた土地区画整理事業が

いまなお進行中である。 
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1.6.2. 計画区域のコンセプトと戦略 
 
 

将来ビジョン「駅を中心とするスマート・コンパクトシティ」の実現のため、「TRY the Future－進化し続けるまち―」というコンセプトのもと３つの戦略を掲げ、まちづくりを推進する。 

 

 
 
 
 
 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6 計画区域のコンセプトと戦略

分野 方向性 具体的な取組 

モビリティ 

駅を中心とする地域内移動の利便性向上 

・主要施設を連絡する自動運転循環バス網の構築 

・地域の移動に係る多様なデータを集約した情報基盤の構築 

取組 1-1：自動運転バスの導入 

取組 1-2：駅周辺交通の可視化・モニタリングツールの構築 

エネルギー 

脱炭素社会に向けた環境にやさしい暮らしの実現 

・エリアエネルギーマネジメントシステムの進化 

・創エネの効率化 

・省 CO2推進体制の整備 

取組 2-1：AEMSのクラウド化と需要予測の精度向上 

取組 2-2：太陽光発電設備の保守管理 IoTプラットフォームの導入 

取組 2-3：省 CO2推進体制の構築 

パブリックスペース 

人を呼び込み、暮らしを支える豊かな都市空間の形成 

・人の動きを捉えたデータ駆動型のアーバンデザイン・マネジメント 

・センシングによる予防保全型維持管理 

取組 3-1：AIカメラ・センサ設置等を通じた多様なサービスの展開 

取組 3-2：センシングと AI解析による予防保全型維持管理 

ウェルネス 

あらゆる世代が、将来にわたり、健康で生き生きと暮らすことのできるまち 

・データ駆動による健康なライフスタイルの誘導・支援 

・健康・医療に係る医療機関サービスのスマート化 

取組 4-1：柏の葉パスポート（仮称）を基盤とした個人向けサービス展開 

取組 4-2：AI技術を使ったフレイル予防の可能性検証 

取組 4-3：新たなサービス・データプラットフォームの基礎となる健康データ整理 

取組 4-4：IoT技術の導入による患者のサービス向上、院内の業務効率向上 

将来ビジョン 実現のためのコンセプト 

 みんなで挑戦し続けるまち 

 絶えず進化するまち 

 個人の嗜好に対応する街 

TRY the Future 
―進化し続けるまち― 

３つの戦略 

 

「民間型データプラットフォーム」と「公共型デ

ータプラットフォーム」が連携して、データを横

断的に活用できる仕組みを構築する。 

民間＋公共のデータ 

プラットフォームの構築 
戦略 
１ 
 

公・民・学連携のプラットフォームを 

活用したオープンイノベーションの活性化 
戦略 
２ 
 

強固な公・民・学連携の基盤と既存の多様な市民

参加プログラムを活かし、発展させ、地域全体で

のオープンイノベーションを促進 

分野横断型のサービスの創出 戦略 
３ 
 

様々なデータや技術を組み合わせることによ

り、個々の分野にとらわれない、分野横断型のサ

ービスを創出、個人の多様な嗜好に柔軟に対応 

 

 

 

 

 駅周辺エリアに集まるデータの収集と活用 

 サイバー空間が支えるコンパクトな生活圏の形成 

 「公・民・学連携」＋「データ駆動」による地域運営 

 駅を中心とするコンパクトシティのモデル 

人・モノ・情報が集まりやすい特徴を活かしたまちづくり 

駅を中心とするスマート・コンパクトシティ 

エネルギー 

パブリック 

スペース ウェルネス 

モビリティ 

分野横断 

分
野
横
断
 分

野
横
断
 

分野横断 

 

リビングラボ あ・し・た UDCK 

     サービス 
     創出 

 

サービス 
創出 

 
 

 
 

サービス 
創出 

 

サービス 
創出 

 

民間＋公共のデータ 
プラットフォーム 

公・民・学連携 

東京大学 

柏キャンパス 
国立がん研究センター東病院 

柏の葉アクアテラス 

柏の葉キャンパス駅 

千葉大学 

柏の葉キャンパス 
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1.6.3. 各取組の概要と目標（KPI）の全体像 
地域全体のビジョン及び各分野別のビジョンと、その取組と達成度合いを測る KPIとして、下記のように整理した。 

 

 
 

図 1-7 取組分野別のビジョンと目標（KPI） 
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1.6.4.推進体制とスケジュール 
UDCKを中心として UDCKタウンマネジメント、柏市、三井不動産をキープレイヤーとして、様々なプレイヤーが連携することにより、本実行計画書に定めた様々な取組を展開する。 

2020年 10月を目途に柏の葉リビングラボを発足し、民間型データプラットフォームの本格運用を開始。以降、様々なデータとの連携を通じて各取組を推進、持続可能なビジネスモデルの構築を目指す。 

 
図 1-8 推進体制とスケジュール



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

都市の課題に対して
実効性のある先進的
技術の活用手法の 
検 討 ・ 整 理 

 

第  章 
 
 

2 
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第 2 章  都市の課題に対して実効性のある先進的技術の活用手法の検討・整理 
 

2.1. 各技術の抽出理由・制約条件等について 
本計画区域においては、モビリティ、エネルギー、パブリックスペース、ウェルネスの 4 つ

のワーキンググループにおいて、それぞれの課題・目的に応じた先進的技術が採用され、導入

の実現可能性を含めて検討を行った。 
 
本章では、各々の技術の抽出理由とその制約条件を整理するとともに、各取組の技術的特徴

を、先進性（導入技術・工夫が既往事例より進歩していること）、効率性（維持管理の効率化や

インフラ整備費削減等に寄与すること）、継続性（継続的に運営できる計画・体制であること）、

汎用性（地域性によらない技術の活用・ノウハウであること）の 4 つの視点から下表に整理し

た。 
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表 2-1 各技術の抽出理由、制約条件、取組の特徴について(モビリティ) 

 

カ
テ
ゴ
リ 

取組名 
技術名 

（社名等） 

導入の 

背景・課題 
概要 選択理由 制約条件、今後の課題等 

取組の特徴 

先進性 効率性 継続性 汎用性 

モ
ビ
リ
テ
ィ 

 

自動運転バス

の導入 

 

自動運転車

両（先進モ

ビ リ テ ィ

等） 

 

駅と徒歩圏外

における施設

を結ぶ効率的

なアクセス手

段の充実・強化

の必要性 

先端的な複数のセンサや、制御

技術を組み合わせたシステムで

構成。 

 

認識部では、ＧＰＳやジャイロ

センサ等を利用して車体の位置

を、また障害物センサにより周

囲を捉え、判断部では、認識情

報を元に、車両をどう動かした

らよいのかを計算。 

 

そしてその結果として、操作部

ではハンドル（ステアリング）

やアクセル・ブレーキ、ウイン

カーを、電気的あるいは電子的

に操ることで、自動運転を可能

とする。 

国内での実績が多く

優位性の高い先進モ

ビリティ社の技術及

び所有する車両を採

用。 

法制度の対応 
 現状、公道にて運転責任者のいない状況（レベル 4

以上）の走行は法制度上難しい。 

 

先端的な複数のセン

サや、制御技術を組

み合わせたシステ

ム、自動運転レベル

2(ドライバーによる

監視)での有料乗客

による継続運行の実

現など、既往事例と

比較して先進性は高

い。 

 

自動運転の実施に

より、バス運行の

効率化が図られ

る。 

 

需要が見込まれる

ルート設定、交通

事業者・地域との

調整により、継続

的なサービスとな

る可能性がある。 

 

実施体制等が構

築されれば、他地

区への汎用性は

あると考えられ

る。 

インフラでの

対応 

  走行に必要なインフラ（磁気マーカの道路への設

置、信号機との連携等）の整備が必要 

 

 手動車両との混在時は、他の交通に影響を受けにく

い、影響を与えにくい走行環境の確保必要 

 

 インフラ整備に関して、費用負担者、維持管理責任

者等の分担整理が必要 

地域の社会受

容性の確保 

 地域住民、公共交通の利用者、周辺の道路利用者等

の自動運転車両へ対する社会的受容を高める必要 

 

 自家用車の利用から公共交通の利用への転換が必要 

 

駅周辺交通の

可視化・モニタ

リングツール

の構築 

 

柏市域交通

状況モニタ

リングツー

ル（柏 ITS

推進協議会

交通情報利

活 用 部 会

等） 

 

地域内交通の

継続的な運行

確保に対する

ニーズの高ま

り 

ETC２.０プローブデータ等の交

通系情報基盤により、駅周辺の

交通状況を可視化・モニタリン

グする。 

 

これにより地域内を走行する車

両の移動を把握し、都市機能の

集積により高まる移動需要に対

応可能な、新たな移動サービス

への展開に活用する。 

ETC2.0車載器搭載

車両の 200m毎の詳

細な移動軌跡・速度

の可視化が可能。 

柏 ITS推進協議会交

通情報利活用部会に

て運用中。 

ETC2.0プローブ

データの活用 
 現在、国土交通省・東京大学と調整中 

 

ETC2.0プローブデー

タの活用によるモニ

タリングは、今後の

プローブデータの増

大に伴い、より精度

向上が期待される、

先進性の高い技術と

いえる。 

 

混雑状況に応じた

動的料金課金等の

料金施策や、交通

流の円滑化に資す

る交通管制（信号

制御、車線運用等）

など、道路交通行

政の効率化が図ら

れる。 

 

今後、ETC2.0 プロ

ーブデータの活用

が可能となり、そ

の他複数の交通デ

ータ等との融合が

図られた場合、行

政側の継続的なサ

ービスとなる可能

性が考えられる。 

 

データの扱いや

実施体制等がク

リアできれば、他

地区への汎用性

はあると考えら

れる。 データプラッ

トフォーム化

の対応 

 複数の交通データの融合のみならず、予約・決済ま

での一連のサービスとして提供できる情報基盤の整

備が必要 

 

 人流データ等、プライバシーに関する適切な処理が

必要 

 

 情報基盤整備に関して、異なる情報連携を実現する

ためのインタフェースや運用費用分担等の調整が必

要 

地域の社会受

容性の確保 

 地域住民、公共交通の利用者、周辺の道路利用者等

の本ツール・情報基盤への積極的な利用を促す仕組

み（地域ポイント、クーポン等）が必要 

 

 自家用車の利用から公共交通の利用への転換が必要 
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表 2-2 各技術の抽出理由、制約条件、取組の特徴について（エネルギー／パブリックスペース） 

 

カ
テ
ゴ
リ 

取組名 
技術名 

（社名等） 

導入の 

背景・課題 
概要 選択理由 制約条件、今後の課題等 

取組の特徴 

先進性 効率性 継続性 汎用性 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

 

AEMS のクラウ

ド化と需要予

測の精度向上 

 

MBR によるエ

ネルギー需

要量予測シ

ステム（日立

製作所） 

 

電力融通の最適

化に向けた、より

高精度な予測シ

ステムの必要性 

 

現行の気象データと過去実績に基

づく需要予測から、イベント予定や

設備稼働データなどより粒度の細

かいデータも取り込むことが出来

る MBR(Memory Based Reasoning)を

予測エンジンに採用する。 

 

蓄積したデータから類

似データを抽出し、結論

を導くため、あらかじめ

モデルを構築する必要

がなく、全自動学習が可

能。 

 地域全体における需要側の省エネルギーと供給側の需給バ

ランスを把握し、地域全体の最適化に対する知見を蓄積する

ことが必要となる。 

 

 これらの技術を有効に活用するためには、管理運用者の意識

向上が必要で、省 CO2のための推進体制を構築することが有

効である。 

 

MBR(Memory Based 

Reasoning)を活用し

た需要予測は先進性

の高い技術といえ

る。 

 

クラウド化により

AEMSのデータの利

活用・管理の自由

度向上、需要予測

精度向上により、

設備の効率的運用

が可能となる。 

 

AEMSを所有・維持

管理する三井不動

産のビジネスとし

て行うため継続性

は担保される。 

 

AEMS自体が現時点

では柏の葉特有のシ

ステムであるが、実

施体制等が構築され

れば他地区への汎用

性はあると考えられ

る。 

 

太陽光発電設

備の保守管理

IoT プラットフ

ォームの導入 

 

IoT プラット

フォーム 

「ＰＰＬＣ™

-ＰＶ」（ヒラ

ソル・エナジ

ー） 

 

太陽光発電のさ

らなる効率化、維

持管理コストの

削減 

 

各パネルに１個ずつセンサを取り

付け、パネルごとの汚れや劣化状況

の自動検知を行って、太陽光発電設

備の性能を管理し、発電効率の維持

改善、最適保守を行うものである。 

 

発電量の最大化、設備の

検査コスト、パネルの定

期的な交換にかかるコ

スト等の削減が可能。 
 センシング後の修理、設備取り換え、またシステム全体の運

用体制の構築が必要である。 

 

パネル１枚ごとにセ

ンサを設置し、デー

タを収集し効率化に

寄与するという点

で、先進性の高い取

組である。 

 

太陽光発電のさら

なる効率化、維持

管理コスト削減が

可能となる。 

 

太陽光発電設備を

所有・維持管理す

る三井不動産のビ

ジネスとして行う

ため、継続性は担

保される。 

 

太陽光発電を行う他

地区への汎用性はあ

ると考えられる。 

パ
ブ
リ
ッ
ク
ス
ペ
ー
ス 

 

AI カメラ・Wi-

Fi センサ設置

等を通じた多

様なサービス

の展開 

 

AI カメラ、

Wi-Fi センサ

による人流

測定、環境セ

ンサによる

屋外環境把

握 

 

公共空間におけ

る賑わい形成、駅

前混雑緩和、安全

安心なまちづく

り推進のため、広

域における人流

及び屋外環境把

握の必要性 

 

駅前地区を中心に AIカメラを設置

し、高精度の人流情報を蓄積する。

東京大学・千葉大学を含む広がりの

ある範囲においては、精度は劣るも

のの離れた位置でも人流の捕捉が

可能な Wi-Fi センサを用いる。ま

た、環境センサを設置することによ

り、屋外環境を把握する。 

 

エリアの特性と目的に

応じて、最適な AI カメ

ラを導入 

 AIカメラから収集される情報が本取組の基盤であるが、街路

上で AIカメラを設置するための条件(位置、電源確保の方策

等)が定まっていない点が課題として挙げられる。 

 

 また、AIカメラによる情報の収集に関しては関係住民に対す

る適切な情報提供と意見交換が必要であり、今後の課題とい

える。住民との建設的な意見効果を行うためにも、柏市・警

察と協議中である AI カメラに関するガイドラインの作成が

重要といえる。 

 

AIカメラ、Wi-Fiセ

ンサ、環境センサの

組み合わせにより、

駅を中心としたエリ

ア内における人流・

屋外環境の包括的な

把握を行っている。 

 

リアルタイムの人

流情報を、例えば

モビリティ分野の

自動運転や道路交

通制御へ活用する

ことにより、維持

管理コスト等の効

率化に寄与する。 

 

市・地域との共同

により、三井不動

産及び UDCKTMが

カメラ・センサ等

を設置・維持管理

することが想定さ

れるため、継続性

は担保される見込

みである。 

 

実施体制等が構築さ

れれば、他地域への

汎用性はあると考え

られる。 

 

センシングと

AI 解析による

予防保全型維

持管理 

 

路面データ、

空洞化デー

タ(AI 自動解

析)、下水道

管理老朽化

データの統

合及び可視

化 

 

道路の維持管理

コスト低減、事後

保全から予防保

全へのニーズの

高まり 

 

柏市所有の道路パトロール車に小

型路面下探査装置（開発中）とスマ

ートフォンを搭載、年間を通じて日

常的に路面および路面下をセンシ

ングする。凹凸や空洞等異常を AI

で自動解析。下水道管理老朽化デー

タを重ね合わせ、一元の可視化を行

う。 

 

市所有車による日常的

なデータ収集、AI分析を

活用することにより、効

率的かつ精度の高い予

防保全が可能。 

共通フォーマ

ットの必要性 

管理者および各社にとって使い勝手の良いものに

することが課題である。そのためには、一元化イ

メージを管理者と詰めること、各社が統一できる

連携フォーマットを決定していく必要がある。 

 

本提案のような複数

のソリューションの

組み合わせにより、

道路の維持管理関連

情報を一元的に可視

化するという手法は

日本初で、先進性は

高いといえる。 

 

従来は、道路の陥

没等に対しては事

後保全が基本であ

ったが、予防保全

により早期かつ功

利的な対応が可能

である。 

 

将来的に行政サー

ビスの一環として

実施することによ

り、継続性も担保

される可能性があ

る。 

 

行政側で同様の調査

等が行われていれ

ば、他都市等での汎

用性はあると考えら

れる。 
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表 2-3 各技術の抽出理由、制約条件、取組の特徴について（ウェルネス） 

 

カ
テ
ゴ
リ 

取組名 
技術名 

（社名等） 

導入の 

背景・課題 
概要 選択理由 制約条件、今後の課題等 

取組の特徴 

先進性 効率性 継続性 汎用性 

ウ
ェ
ル
ネ
ス 

 

柏の葉パスポー

ト（仮称）を基

盤とした個人向

けサービス展開 

 

柏の葉パスポ

ート（仮称） 

 

個々人の健康関

連データ収集と

健康状態の見え

る化へのニーズ

の高まり 

 

個人レベルで取得した健康に

関するデータを集約、ダッシュ

ボード機能で可視化、ストレー

ジに蓄積するとともに、様々な

健康医療サービスの提供につ

なげる。また、健康活動ポイン

トを蓄積、還元することによ

り、参加者にとってのモチベー

ションを向上させる。 

 

様々なデータのわかりや

すい視覚化、デバイス故障

時のバックアップなどの

機能面からシステムを選

択 

 保険医療データの活用にあたっては、条例の改正や倫理審査へ

の配慮が必要となる等、データの適切な運用が求められるた

め、情報銀行や認証サービスの整備が課題となる。 

 

 また、保険医療分野のサービス提供にあたっては、行政データ

等の活用も必要となるほか、持続可能な取組となるよう、企業

間でデータ連携が可能となる仕組みの整備が期待される。 

 

 スマートシティなどの取組にあたっては、各ステークホルダー

の連携や資金調達等も必要となるため、デザインマネジメント

を推進する公的組織の強化が求められる。 

 

特定のエリアの住民

に対して、健康デー

タ収集・サービス提

供・インセンティブ

付与等を包括的に実

施しているという点

で、先進的な取組と

考えられる。 

 

サービスによるユ

ーザーの利便性の

向上に加え、デー

タを行政等と共有

することにより、

行政サービスの効

率化に寄与する。 

 

三井不動産のビジ

ネスとして導入・

運営されるため、

継続性は担保され

る。 

 

実施体制等が構

築されれば、他

地区への汎用性

はあると考えら

れる。 

 

AI 技術を使っ

たフレイル予防

の可能性検証 

 

リスク解析 AI 

（日立製作所） 

 

市のフレイル予

防事業推進にあ

たって、現状の要

介護度の予測だ

けでは、具体的な

リスクを低減す

るサービス選択

が困難 

 

医療データと個々人の活動履

歴に基づき、AIが要介護率を予

測。そのうえで、リスクの特徴

量や根拠データに遡り、最終的

に予防効果の高いサービスを

提供可能。 

 

日立製作所は、北米におい

てリスク解析 AIの実績が

あり、確度の高い方策であ

ることから選択。 

 AIや統計的手法により個人の何らかの属性を推測する行為、

いわゆる個人プロファイリングに対しては世界的にも関心が高

まっている状況であり、リスク推定された個人が不当な扱いを

受けないよう、人権、プライバシー保護への配慮が必要であ

る。本取組が保健事業・介護予防事業における公益に資する取

組であることを柏の葉住民を含む市民から理解が得られるよ

う、柏市個人情報保護条例第 11条の遵守に加え、個人情報と

AIの利用目的を含む実証計画の事前公開、実証結果の事後公

表など、市民とのリスクコミュニケーションのあり方を設計

し、実施していく必要がある。 

 

 フレイル・介護予防を実現するためには、AI技術によりリス

クが判明した市民一人一人の行動変容を促し、日常生活に定着

化させていく必要があり、そのためには柏市フレイル予防

2025プロジェクトなど市の取組との一体的推進が不可欠であ

る。 

 

AIを用いたリスク

解析モデルは、国内

であまり例が無く、

先進的な取組と考え

られる。 

 

予防効果の高いサ

ービスを提供する

ことにより、行政

の医療費・介護費

等の削減に繋が

る。 

 

将来的に行政サー

ビスの一環として

実施することによ

り、継続性も担保

される可能性があ

る。 

 

今後、高齢化が

進む多くの他都

市において汎用

性は高いと考え

られる。 

 

IoT 技術の導入

による患者のサ

ービス向上、院

内の業務効率向

上 

 

BLE タ グ と

LoRAWAN ルー

タによる院内

の人流測定 

 

院内の混雑緩和、

業務効率化の必

要性 

 

BLE タグと LoRAWAN ルータによ

り、病院到着後の患者の人流を

測定・分析。滞留個所の特定と

改善につなげ、患者のサービス

向上（待ち時間減少）、院内の

業務効率を目指す。 

 

クリアファイルへの設置

容易性、大容量データ保存

可能という視点から BLE

タフを選択 

 BLEによる人流測定は、BLEタグの患者への配布が必要となる

ほか、電池切れ等が生じた場合、リアルタイムに状況が把握で

きないといった課題がある。 

 

 また、BLEタグにより取得できるデータ数が多いため、自動で

解析できる体制の構築や解析マニュアル等の整備が必要とな

る。 

 

同様の取組を病院に

おいて実施したとい

う点で、先進的な取

組と考えられる。 

 

病院側の運営の効

率化に寄与する。 

 

病院側のビジネス

の一環として実施

することにより、

継続性は担保され

る。 

 

他病院等での汎

用性はあると考

えられる。 
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2.2. 各技術の概要 
2.1.で提示した各技術の概要及び今年度行った実証内容、また、それらの展開方法等について、

以下に整理した。 
 

2.2.1.モビリティ 
１）自動運転車両 

（１） 自動運転サービス実証実験 
(１)－１ 実証実験の位置づけ 

運行開始時の目標を以下のとおり設定した。 

 

 

国土交通省の資料によると（図 2-1）、特定条件下での自動運転機能（レベル１の組み合わせ）

と特定条件下での自動運転機能（高機能化）を備えた車両を「レベル 2」と定義しており、今回の

実証実験の目標として「レベル 2」を目指す。 

出典：自動運転を巡る動き、国土交通省 

図 2-1 実証実験の目標と自動運転レベル分けについて 

 

 

 

 

 

目標 

[ 柏の葉シャトルバス運行までの基本目標 ] 

レベル 2での有料乗客を乗せた長期継続運行 
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(１)－２ 実験概要 

① 実証実験の概要 

自動運転車両の実証実験の概要を下記に示す。 
 

表 2-4  実証実験概要 

日   程 2019年 11月 1日（金）から 2020年 3月 31日（火）まで 

運行時間帯 11時から 15時までのうち、4便を予定（うち 1便は特別便） 

運行ルート つくばエクスプレス柏の葉キャンパス駅～東京大学柏キャンパス 

距   離 約 2.9km（公道：2.3km、キャンパス内：0.6km）の一部区間 

使用 車両 日野自動車リエッセをベースにした自動運転車両（一般貸切運行） 

乗客 定員 乗客 17名（※定員を超えた乗客数での走行は実施しない） 

乗車対象者 東京大学 柏キャンパスの学生、教職員及び柏キャンパス来訪者 

実施 主体 
柏 ITS 推進協議会 企画部会 自動運転バス導入検討会 
（会長：東京大学生産技術研究所 教授 須田 義大） 

システム 先進モビリティ株式会社 

協   力 
東京大学モビリティ・イノベーション連携研究機構(UTMobI) 
東京大学大学院新領域創成科学研究科、東京大学生産技術研究所 

関係 機関 

東武バスイースト株式会社、先進モビリティ株式会社、SBドライブ株式会社、柏市、 
柏の葉アーバンデザインセンター（UDCK）、三井不動産株式会社、三菱オートリース
株式会社 
パシフィックコンサルタンツ株式会社、損保ジャパン日本興亜株式会社、 

自動運転レベル レベル2（運転手を常駐させての運行） 

 

② 実施体制 

実証実験の実施体制を下記に示す。 
 

 

 

 

 

 

図 2-2 実施体制  

保険 

東武バスイースト（株） 

（自動運転バス運行） 

・実証実験主体：柏 ITS推進協議会企画部会 

・運行管理検討：SBドライブ株式会社 

・公的機関調整・自動運転インフラ検討・部会事務局：柏市交通政策課 

・企画・運営事務局：三井不動産㈱、パシフィックコンサルタンツ（株） 

・全体調整・柏の葉まちづくり推進：UDCK 

東京大学モビリティ・イノベーション連携研究機構 

 

整備や事故対応に
ついて覚書を締結 

シャトルバス 

運行委託 

東京大学新領域創成科学研究科 

 

先進モビリティ（株） 

（自動運転技術開発・提供・データ解析） 

東京大学生産技術研究所 

 

損害保険ジャパン日本興和（株） 

（保険開発） 

三菱オートリース（株） 

（サブスクリプション開発） 
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③ 運行区間と運行ダイヤ 

現在の東京大学シャトルバスのルートのいうち一部区間を自動走行し、現在運行して

いる東京大学シャトルバスのダイヤに加えて、1日あたり4便（黄色の箇所）、自動運転車

両を運行する。なお、4便のうち3便は東京大学シャトルバス便、1便は特別便（〇）とす

る。 

 

 

 

 

 

時 柏の葉キャンパス駅発  時 東京大学柏キャンパス初 

8 00  10  20  30  40  50 8     10  20  30  40  50 

9 00  10  20  30  40  50 9 00  10  20  30  40 

10     10  20  30  40  50 10 00  10  20  30      50 

11                 40  55 11                     50 

12             35  40   12     15              50 

13         25      40 13 05                  50  55 

14     15          40 14             35      50 

15                 40 15                     50 

16                 40 16                     50 

17 00  10  20  30  40  50 17 00  10  20  30  40  50 

18 00  10  20  30      50 18 00  10  20      40  50 

19 00  10  20  30  40  50 19 00  10  20  30  40  50 

                               図 2-3 運行ルート 

 

④ 自動運転車両および運転のシステム 

以下の車両を使用する。なお、車両は先進モビリティが所有している車両を用いて、東

武バスイーストが運行を受託する。 
 

表 2-6 自動運転車両詳細 

車  種 リエッセ（日野自動車） 

車両定員 自動運転車乗車人数：18名（運転手含む） 

車両定員：28名（運転手含む） 

最高速度 

(自動運転時) 

40 km/h 

自動運転 

のシステム 

先端的な複数のセンサや、制御技術を組み

合わせたシステムで構成。 

認識部では、ＧＰＳやジャイロセンサ等を

利用して車体の位置を、また障害物センサ

により周囲を捉え、判断部では、認識情報

を元に、車両をどう動かしたらよいのかを

計算。そしてその結果として、操作部では

ハンドル（ステアリング）やアクセル・ブ

レーキ、ウインカーを、電気的あるいは電

子的に操ることで、自動運転を可能とす

る。 

図 2-4 自動運転車両の運転システム概要 

●東京大学シャトル便：運行委託者との契約に基づき東京大学関係者のみを乗客として輸送。 

●視察便：柏市 ITS 推進協議会 企画部会 自動運転バス導入検討会の関係者が予約を行った視察者、

および柏の葉スマートシティツアー（ゲートスクエアコース）※の参加者 

※柏の葉アーバンデザインセンター（UDCK）にて実施 

実証実験の運行予定ルート 

東京大学柏キャンパス 

国立がん研究センター東病院 

県立柏の葉公園 

柏の葉キャンパス駅 

表 2-5 運行ダイヤ 

前方カメラ

LiDAR

ミリ波レーダ

自動ステアリング
自動アクセル・ブレーキ
自動ウインカー

通信アンテナ

GNSSアンテナ

リエッセ
（日野自動車）
自動運転化改造

ディーゼルエンジン, AT
全長 7.04 m, 全幅 2.08 m
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⑤ 運行条件 

運行に対する考え方は以下のとおりである。 

・現在の東大シャトルバスの時刻表に基づいた運行とは別に自動運転車を導入した

運行を行う。 

・自動運転車両の乗客定員は17 名とする。 

・視察便の運行に際しては予約制等とする。 

・障がい者の対応については現行のシャトルバスの乗車をお願いするなど、事前に

広報で示すこととする。 

 

⑥ 検証内容 

今回の実験での主な検証内容は、バス車両を用いたレベル2 相当の自動運転運行にお    
いて、バス運行としての運用が可能であるか、また、社会受容性がどの程度あるかを検

証することとする。2020年2月に走行区間の一部に磁気マーカを設置し、走行区間中の

自動走行可能区間の延長を行う。 

 

２） 柏市域交通状況モニタリングツール 

（１） データの流れ 
「柏市域交通状況モニタリングツール」のデータの流れを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

※走行履歴データ：ETC2.0車載器に蓄積された 200m毎の緯度経度情報が路側機を通過時に収集 

図 2-5データの流れ 

（２） 出力画面イメージ 
「柏市域交通状況モニタリングツール」の出力画面イメージを以下に示す。 

 
             図 2-6出力画面イメージ 

再生・停止ボタン 

時間経過に合わせて 

点群が動く 

ETC2.0 
プローブ 
データ 

可視化ツール 

サーバ 

ツール 

利用者 
蓄積 閲覧 

柏市域（5メッシュ）の 

走行履歴データを蓄積 

ユーザー管理による許可した 

ユーザーのみ利用 

ETC2.0路側 
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（３） データの収集状況 
現状のETC2.0プローブデータ※のデータ収集状況を以下に示す。 

※ETC2.0プローブデータの利用についてはデータを所有する国土交通省と調整を要す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7データ収集状況イメージ 

（４） 運行評価等への活用 
自動運転ルート上を中心に交通状況を可視化する。ルート上の混雑状況やルートへの流

入・流出状況を確認する。自動運転バスのルート検討時のバックデータとして活用する。 

 
図 2-8 運行評価活用イメージ 

（５） 拠点間の交通状況確認 
柏市には新旧の交通拠点が存在している。（旧：柏駅 新：柏の葉キャンパス駅）新旧拠

点を中心に、拠点間の交通状況を俯瞰的にモニタリングする。また、新旧拠点の利用交通の

ODなど交通状況を確認、拠点の使われ方を把握する。 

 
図 2-9拠点間交通状況確認イメージ 
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2.2.2.エネルギー 
１）MBR によるエネルギー需要量予測システム 

（１） AEMSのシステム構成の変更（一部クラウド化）と需要予測の精度向上 

(１)－１ AEMSのシステム構成の変更（一部クラウド化） 

外部からの利活用可能性の高いデータをクラウド上に保存することで、利活用を推進でき

るシステムとする。Web表示機能をクラウドへ展開することによりデータ公開が可能とな

る。また現行システムのリアルタイム性、制御応答性を考慮し、主要機器（サーバ、端末、

ネットワークなど）はスマートセンターに設置し、エリア内の状況変化に即時対応が可能な

システムとする。本取組によりクラウド上のデータ量増強も可能となり、データの利活用・

管理の自由度をあげることが出来る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
      現行システム                         変更システム 

図 2-10システム構成のイメージ 

 

 

(１)－２ 需要予測の精度向上による電力融通の最適化 

 電力融通の最適化に向け、より精度の高い需要予測システムの導入を検討する。現行の気

象データと過去実績に基づく需要予測から、イベント予定や設備稼働データなどより粒度の

細かいデータも取り込むことが出来る MBR※を予測エンジンに採用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2-11需要予測手法（MBR）概念図 

※MBR（Memory Based Reasoning）とは 

①MBRは蓄積したデータから、類似データを抽出し、結論（＝予測）を導く手法。 

②予めモデルを構築する必要がなく、蓄積データを追加更新するだけで、データ構造の経年変化に対応可能(いわゆる全自動学習) 

③抽出した類似データを参照し、推論（＝予測）の根拠を容易に理解可能。 

 

入力変数１ 

入力変数２ 

例外的なデータも活用可能 

類似度はデータ位置により定義 

新規データの追加容易（オンライン学習） 

過去の類似データから予測（推論）算出 
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２）IoT プラットフォーム「ＰＰＬＣ™-ＰＶ」（ヒラソル・エナジー社） 

（１）太陽光発電設備の保守管理 IoTプラットフォームの導入 

(１)－１ システムの概要 

現在「柏の葉ゲートスクエア」および「ららぽーと柏の葉」には、太陽光発電設備のパネ

ルを合計で 2,800 枚設置している。その太陽光発電設備の保守管理の効率化を目的として、

ヒラソル・エナジー社の IoTプラットフォーム「ＰＰＬＣ™-ＰＶ」の試験導入を行う。 

 

具体的には、各パネルに１個ずつセンサを取り付け、パネルごとの汚れや劣化状況の自動

検知を行って、太陽光発電設備の性能を管理し、発電効率の維持改善、最適保守を行うもの

である。 
 

 
 
 
 

 
 
 

出典：https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2019/1031_01 

図 2-12太陽光発電設備の保守管理 IoTプラットフォーム全体図 

 

(１)－２ 期待される効果 

現在、ゲートスクエアの太陽光発電の発電状況のパフォーマンス値※が下がりつつある。

今回の取組を行うことにより、「1 枚のパネル単位での発電状況管理」「性能評価及び改善提

案」「汚れや劣化状況の自動検知」が可能となり、パフォーマンス値が改善し、より多くの発

電量が期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 2-13ゲートスクエアの太陽光発電状況 

※太陽光発電部の点検を自動化する IoT・AI システム 

「ＰＰＬＣ™-ＰＶ」とは 

太陽光発電設備は、故障などによるパネル 1 枚の不具合が全体の発

電量に影響を及ぼす一方で、発電量が下がっているパネルの特定の

ためには、定期的な人の派遣によりすべてのパネル点検を行い、不

具合箇所を探すしかなかった。 

今回導入する「ＰＰＬＣ™-ＰＶ」は、パネル 1 枚毎に外付けのセン

サーを設置することで、センサーから収集した電圧や温度などのデ

ータを分析し、パネル 1 枚単位で遠隔での異常検知が可能となる。

パネル毎の不具合をすばやく把握対応することで、発電量の最大化

を実現し、また設備の検査コストやパネルの定期的な交換にかかる

コストなど、ライフサイクルコスト全体の削減を目指す。 

※パフォーマンス値： 

「システム出力係数」とも言われ、外的要因による発電量の損失を示す数値であり、下記式で算出される。 

パフォーマンス値＝発電量／理想的な状態で動作した場合の発電量 

        ＝発電量[kWh]／ （アレイ定格出力[kW]×アレイ面日射量[kWh/㎡]／基準日射強度[kW/㎡]） 

210,193
224,784

239,129 227,079

73% 73% 73%
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2.2.3.パブリックスペース 
 
１）AIカメラ、Wi-Fiセンサによる人流測定、環境センサによる屋外環境把握 

（１） AI カメラ・Wi-Fiセンサ等の整備 
朝夕ラッシュアワーの混雑が課題となる駅前地区を中心に AIカメラを設置し、高精度の人

流情報を蓄積する。一方で、AIカメラは精度が高いものの、画角に映りこむ範囲の人流しか

計測できず、広範囲の人流把握には適さない。 

 

そこで、東京大学・千葉大学を含む広がりのある範囲においては、精度は劣るものの離れ

た位置でも人流の捕捉が可能な Wi-Fiセンサを用いる。 

また、大気環境を計測するための環境センサを広く配置する。 

 

表 2-7 AIカメラ・Wi-Fiセンサの比較 

 人流計測の方法 主なメリット 主なデメリット 

AI 

カメラ 

顔画像と AI による画像認

識による人流計測 

画面に映りこむほぼ全ての歩

行者を高精度に計測すること

が可能。 

画角に制限があるため、広範囲の連

続的な計測には不向き。カメラの死

角となる場所の計測はできない。 

Wi-Fi 

センサ 

歩行者が持つ携帯等の通

信端末による人流計測 

Wi-Fi電波が届く範囲であれば

多少の距離があっても計測可

能。 

歩行者の全数計測はできない。（歩行

者の携帯端末の保有状況や設定に依

存。） 

 

 
図 2-14 AIカメラ・センサの設置個所 
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（２） 安心・安全における取組 
（２）－１ 防犯・異常行動検知サービス 

駅前地区を中心に整備予定の AI カメラ※を用いて、防犯カメラ機能に加え、来街者の異

常行動を検知する仕組みを構築し、まちの安全性向上を図る。カメラ映像の AI分析によ

り、異常行動(危険行動、卒倒、うずくまり、不審物の置き去り等)を検知し、警備員に検知

位置情報とアラートを通知する。 

※カメラの画像の取扱いは、経産省、総務省、柏市等の行政が発行する各ガイドライン及び個人情報保護ガイドライン 

等に準拠する。 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-15 異常行動検知のイメージ 

 
（２）－２ 見守りサービス 

住民（主に高齢者や子供向けを想定）へ位置情報把握による見守りサービスを提供する。 
LPWAにより見守り対象者が持つ GPSトラッカーから位置情報を取得し、確認者側のアプリ 

のマップ上に位置情報と行動履歴を表示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-16 見守りサービスのイメージ 

 

 

GPSトラッカーの所有 柏の葉 LPWA電波エリアにおける位置情報取得 
アプリによる 
位置情報の確認 
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（３） 都市空間運営における取組 
（３）－１ センシングデータを活用したデジタルツインと都市計画策定及びデジタルマーケテ

ィング 

 各種センサから得られた情報を活かし、公・民・学連携でまちの課題の改善に向けた分

析、計画、アクション（サービスの試行）を継続的に実施することを目指す。また、リアル

タイムに計測される情報を活かし、イベント情報などをタイムリーに発信することで、まち

の回遊性を高めるデジタルマーケティングを検討する。 

 

 
 

図 2-17タイムリーな情報発信によるデジタルマーケティングのイメージ 

 

（３）－２ センシングデータの活用案 

具体的なアイデアは公・民・学連携のもと検討を進めている途上であるが、以降に示す概

ね 4つの施策を実施予定である。 
 

① 人流の可視化サービス（自治体・民間企業向け） 

自治体・民間事業者双方から、市民生活

の向上に資する賑わいの創出策が行われ

てきたものの、その効果（来訪者数増減）

を定常的に測る方策がないことが課題と

なっていた。本地区においては、新たに設

置される AI カメラと Wi-Fi アクセスポイ

ントから取得予定の人流データを用いて、

これまで直感的にしか捉えられなかった

エリアの来訪者状況を定量的に可視化し、自治体・民間事業者の賑わい創出策の推進を促

すことを検討する。   
民間事業者の賑わい創出策の推進を促すことを検討する。尚、民間事業者の人流データ

活用に際しては、目的に応じて自社／他社が有する外部データと紐づけることで付加価値

の高い情報を生み出すことができる仕様を検討する。 

人流の変化をとらえたタイムリーな情報発信 
によるまちの回遊の促進 

 Data Analysis Plan Service 

Wi-Fi、AIカメラによる 

人流データなどの取得 

動線分析 

人流・興味の分析 

データに基づく施策 

魅力向上策実施 

情報発信 

誘客・再訪の促進 

回遊・滞在率の向上、利益率向上 

 データに基づく好循環な情報サイクルの仕組みづくり 

  図 2-18人流可視化サービスのイメージ 
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② イベントの活性化に向けたデータ活用 

本地区においては、ららぽーと柏の葉、アクアテラス、UDCK   

等で、多種多様なイベントが行われているが、より効果的かつ   

ニーズを捉えたイベントの開催に向け、データを用いた効果分    

析と考察が求められている。そこで、イベント開催前後の人流  

データや商業施設、ホテルに関連するデータを用いたデータ分 

析により、イベント検討における PDCAサイクルを強化し、賑 

わい創出の促進を図ることを目指す。 

主な分析項目として下記を想定する。          

 

 
図 2-19イベント活性化に向けた分析項目及び想定アウトプット 

 
③ 再来訪・周遊の促進イメージ（自治体・民間企業から市民に対するサービス） 

本地区において、定常的に商業を営む事業者にとっては、リピーター・ファンを増や

すことは必須命題ともいえるが、デジタルな情報として再来訪を計測するプラットフォ

ームを構築することは難しく、課題となっている。このような状況に応えるサービスと

して、AIカメラなどにより、エリアの来訪状況、来街者属性を把握したうえで、特定

のユーザーに再来訪を促す情報発信を行うことを検討する。 
主な分析項目として下記を想定する。 

 
図 2-20再来訪・周遊の促進に向けた分析項目及び想定アウトプット 

分析項目 

エリア滞在者数&移動者数 

起点施設からの回遊状況 

イベント参加者の属性 

想定アウトプット 

効果測定(打ち手実施の前後比較) 

商業圏の把握(どこからどれだけの人が来街したか) 

イベント種別毎の来訪者属性把握(ターゲット属性把握) 

来訪者とイベント内容の相関に基づくイベント企画・立案 

分析項目 

エリア滞在者数&移動者数 

起点施設からの回遊状況 

来街者リピーター数 

想定アウトプット 

効果測定(打ち手実施の前後比較) 

トラッキングによるマクロ感での回遊変化の見える化 

リピーターの囲いこみ(属性にあった特典の配布等) 

来訪者及び住民の属性に応じた情報発信 

図 2-18データ駆動型のプランニングイメージ 
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図 2-21ポータル会員への情報提供サービスのイメージ 

 

 

④ デジタルツインとまちづくり計画の策定 

市民ニーズの多様化や ICT等による新サービス

の流行などにより、自治体及び開発事業者は、

日々蓄積されるデータに基づくまちづくりに取り

組む必要がある。これらの活動を支えるものとし

て、 

以下 2つの機能を有するデジタルツイン環境を

構築する。 
 

 
   図 2-22デジタルツインのまちづくり計画にかかる 2つの機能（左）と都市計画支援サービスのイメージ（右上） 

  

①まちの台帳機能 

 市や民間企業が管理する物件、街

灯などのフィジカルな情報をデジ

タル空間で管理 

②バーチャルシミュレーション機能 

 新規建造物の建築 

 景観確認（物件内部、鳥瞰、歩行者視点） 

 風向き、日当たり、温度変化の予測（実際の環境デー

タを利用） 

 -人流シミュレーションによる将来インフラ整備計画

策定（実際の人流データを利用） 

デジタルツインの２つの機能 

まちづくり計画 シミュレーション 
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２）路面データ、空洞化データ(AI自動解析)、下水道管理老朽化データの統合及び可視化 

（１） 取組の全体像 
公共空間の大半を占める道路の維持管理コストの低減、下水道インフラの老朽化による漏水

と漏水による周辺地盤の空洞化及び道路陥没等の道路保全を含めた持続的な維持管理を実現す

るために、センシングと AI 技術を用いることで、維持管理の高質化・効率化を図ることを目的

とする。なお、実証においては、各社が持つ技術を組み合わせることで予防保全の精度向上を

図る。 
 
対象エリアは、柏の葉キャンパス駅周辺が柏市の他のエリアに比べて比較的に新しいことか

ら、老朽が進む柏駅周辺を今回の実証の対象エリアとし、実証から得られた成果と知見を活か

して次年度以降から柏の葉キャンパス駅周辺エリアにおいて実証を行う。 
 
 

 
 
 

 
 

 

図 2-23予防保全型維持管理のイメージ 

 

（２） 2019年度の取組内容 
下水道管路老朽化データの収集等のほか、空洞化については、現行機（調査車両）と現行 AIに

よる解析の実証実験を行った。 

 
① 取組の概要 

取組の概要を下記に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 2-24成果イメージ 

転送されたセンシングデータを AIで自動解析 

インフラデータの一元可視化 

データを活用し事故リスクを診断、 

予防保全型維持管理を実現 

（１）路面および路面下調査の簡素化 

柏市所有の道路パトロール車に小型路面下探

査装置（開発中）とスマートフォンを搭載，年

間を通じて日常的に路面および路面下をセン

シングする。凹凸や空洞等異常を AIで自動解

析することで低コスト化，事故リスク軽減に

つなげる。 

 

（２）下水道老朽化 

道路陥没の主な要因である下水道管渠老朽化

のデータとリンクさせることで，下水道管渠

の劣化との相関や危険度，緊急度，優先度の診

断を行い，予防保全型維持管理を実現する。 

 

（３）予防保全型維持管理の実現 

都市が抱えるインフラの老朽化，維持管理コストや事故リスクの増大といった課題解決に向け，センシ

ングとＡＩ解析（道路空洞化検討）を活用した調査の日常化，低コスト化により，次世代型の予防保全

型維持管理を実現する。 
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② アウトプットイメージ（予定） 

路面データ（凹凸）、空洞化データ、下水道管理老朽化データを重ね合わせ、一元の可視化

を行ことで、持続的な予防保全を可能にする。 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-25成果イメージ 

 

③ 実施状況 

① において示した取組の概要の活動状況を下記に示す。なお、下記に示す実施状況は、

2019年度活動として実施中又は実施済の取組である。 

 

③－１ 路面データ（路面凹凸） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 2-26路面データ取得実施概要及び実施車両等 

 

③－２ 空洞化調査 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図 2-27空洞化検査実施概要及び実施車両等 

路面凹凸 GISデータ 

空洞化 GISデータ 重ね合わせ 

下水道管路老朽化データ 

一
元
可
視
化 

（
路
面
凹
凸
・
空
洞
・
管
路
） 

実 施 者：富士通交通・道路データサービス 
実施概要：柏市の道路点検パトロール業務において路面の凹凸情報を日々取得中。 

凹凸状況と空洞の可能性がある箇所の一元化表示を実施。 

実 施 者：川崎地質 
実施概要：柏駅周辺の道路にて、5月より時期を変えて 3回の 

空洞探査を実施。 
取得したデータを技術者のみと AIのみにて解析、 
結果の比較検証中。 
空洞の可能性がある箇所については、路面凹凸と 
一元化表示を実施。 
変化した路面下の情報の有無を検証中。 
 

実施内容：現行機（右図車両）を使用して、複数回の路面下空洞
探査を実施することで、変化する地下情報（＝空洞）
を迅速に検出できる調査モデルの実用化を目指した実
証試験を行うことを本年度の目的とする。加えて、AI
による空洞判定を行い、解析効率を上げ、次世代の解
析モデルの実用化を目指した実証実験を行う。 
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i 調査路線          ii 現地調査 1回目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-28 調査路線               図 2-29 調査概要（１回目）    

 

 

 

iii 現地調査 2回目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              図 2-30 異常信号発生イメージ    図 2-31 GISでの異常信号、下水管との重ね合わせ 

  

A.現地調査概要 – １回目 
 調 査 日：2019年 4月 22日～5月 8日（GWを除く） 
 調査 範囲：道路全面（走行車線、右左折車線、ゼブラゾーン、路肩を

含む） 

 調査 延長：約 82km 
B.解析概要 
 AIは、技術者の 1/20程度の時間で解析が完了。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
C.解析結果 
技術者：空洞の可能性がある異常信号を約 209個所検出 

  AI：技術者が抽出した異常信号に対して、75%（158/209）、異常信号深さ 
0.5m以浅に対して 84%（54/64）を検出。陥没の危険性が高い、浅い深 

度の判定率は高い。また、技術者が抽出した異常信号は、空洞の見逃 
しをなくすため、安全側に抽出している。従って、空洞ではないもの 
を含まれている。そのため、空洞に対する AIの判定率は、現状よりも 

向上するという結果となった。 

技術者による解析 AIによる解析 

GISでの重ね合わせ（下水道管路図含む） 

報告（2019年 7月 22日報告済） 

約 40日（人工） 約 2日（人工） 

調査路線は、柏駅周辺（一部区 
間で老朽化下水道の埋設あり） 
の総延長約 16km区間を調査対象 
路線とする。 

A.現地調査概要 – 2回目 
 調 査 日：2019年 7月 30日（梅雨明け） 
調査 範囲：走行車線のみ（道路パトロールイメージ） 

 調査 延長：約 16km 
 手押し型レーダ調査日：2019年 9月 2日～9月 5日 
 
B.解析方法 
１回目の調査では存在していなかった異常信号の有無を AIや GIS等を使って、解析する。 
異常信号が発生している場合、空洞である可能性が非常に高い。 
１年～複数年スパンでは検知が困難であり、陥没している 
可能性もある空洞を迅速に発見できることを実証する。 
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③－３ 下水道老朽化調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

     
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実 施 者：奥村組 
実施地区：柏駅前地区 
実施概要：柏市で過年度実施された下水道の管内 TVカメラ調査結果をもとに、老朽化路線の選定や空洞化要

因の分類を実施中。 
「緊急度Ⅰ」「緊急度Ⅱ」の選定が行われた路線で、成長している空洞箇所について空洞化の要因と 
なる項目は主に、「管の破損」「クラック」「継手ズレ」「浸入水」であるため、その内容を確認中。 

実施内容： 柏駅前地区においては下記のように下水道の老朽化検査を実施した。 
      ①2016年度～2017年度のストックマネジメント計画による TVカメラ調査データを用いる。  

②本調査は、「2018年 10月」から開始予定であった「下水道管路包括委託」で改築工事を行 
う箇所の選定及びストックマネジメントのために、同委託での調査前に TVカメラ調査を行っ 
た業務である。（該当エリア：       ） 
③上記調査の「報告書」を用いるが、上記調査は「幹線」のみの調査報告書である。 
④「枝線」については、「2018年度～2019年度」の「下水道管路包括委託」で TVカメラ調査 
を行っているので、そのデータを使用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                     図 2-32 調査エリア 

⑤既往老朽化データを下記のような方法で抽出し、実証を行っている。（実証済を含む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-33 老朽化データ抽出方法 

１．道路路線より、下水道台帳における道路路線を確認する。 

２．柏駅前の 2016～2017年調査データの確認より、以下の処理分区が該当する。 

   ①柏第 4処理分区（その１）         ②柏第 4処理分区（その 2） 

３．処理分区の該当「下水道台帳」を抽出して、１の路線番号（道路番号、下水道管路路線番号）を選定する。 

注）空洞化調査路線に対して、上記の調査路線を確認した場合に、一部、空洞化調査路線の下水道管渠調査を行っていないケースの可能

性もある。 

４．上記の下水道路線に該当する「調査報告書」の「老朽化データ表」を抽出する。 

「富士交通・道路データサービス」の路面データ及び 

「川崎地質」の空洞化データへの重ね合わせを実施する。 
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2.2.4.ウェルネス 
 
１）柏の葉パスポート（仮称） 

（１） 取組の全体像 
 取組の内容は、個人レベルで取得した健康に関するデータを集約、ダッシュボード機能で可

視化、ストレージに蓄積するとともに、様々な健康医療サービスの提供につなげる。 
 

（２） 2019年度の検討内容 

個人向けサービス展開を見据えた計画やパートナーの開拓など、導入を予定しているサービ

スの実現に向けた検討を行った。 
 

（３） 2020年度以降の取組内容 

（３）－１導入を予定しているサービス概要 

 

① 歩数を軸にした健康一般情報収集・活用サービスの導入 

毎日の歩数や体重、各種健康ミッションの達成がポイントに。歩数を軸にした健康一般

情報の収集・活用サービスの導入を計画。 

 
 

② 食事情報を管理しダイエットを支援するサービスの導入 

食事を記録→運動を記録→体の状態を記録→栄養士のアドバイスが届く。習慣化による

ダイエットサポートサービスの導入を計画。 
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③ 処方箋の電子化を軸にしたお薬手帳サービスの導入 

日頃から携帯しているスマートフォンを「お薬手帳」として活用することで、お薬手帳

の持参忘れを防ぎ、またアラーム機能により正しい服薬をサポートするサービスの導入を

計画。 

        

④ 健康診断の電子化と見える化・分析を行うサービスの導入 

人間ドッグや健康診断のデータをとりこみ、デジタルデータとしてデータベースに保管

され、保管・分析・閲覧できるサービスの導入を計画。導入においては、特定検診データ、

レセプトデータ等の行政データの共有については、継続して柏市と協議を進める。 

     

 

 

（３）－２ 導入を予定している機能の概要 

① 健康データダッシュボード機能 

日々計測される個人データ、健康診断、処方箋等の情報は、柏の葉パスポートのアプリ

におけるダッシュボードで一覧することができる。同時に、各データは PDSS（Personal Data 

Storage Store）に自動的に蓄積され、デバイス交換・故障時にもバックアップとして使用

することができる。 

 

② 健康活動ポイントの還元 

パスポートサービスの利用・データ登録等により健康活動ポイントを蓄積することがで

き、それらのポイントは、ららぽーとで利用可能な MSPポイント（三井ショッピングパー

クポイント）への変換などにより還元される。同時に、個人の健康活動データ収集促進の

ため、健康関連イベントの実施、データを活用した情報発信・健康アドバイス等を行う。 
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図 2-34健康活動ポイントの概要 

 

 

２）BLE タグと LoRAWANルータによる院内の人流測定 

（１） 取組の全体像 

IoT 技術を国立がん研究センター内に導入し、病院到着後の患者の人流を測定・分析し、滞

留個所の特定と改善策を検討し、患者のサービス向上（待ち時間減少）に繋げる。また、職員

の人流を測定・分析し、院内の業務効率向上についても検討している。 

 

通院患者が駅に到着した時点で遠隔チェックイン可能なシステムを構築し、病院での不要な

待ち時間を解消し、病院施設への負担軽減、待ち時間を柏の葉のまちで有効活用に繋げる。将

来的には、病院への交通誘導（駐車場案内、バス案内）との連携を目指す。（パブリックスペ

ース WGとの連携） 

 
 
 
 

 

図 2-35 IoT技術導入による患者のサービス向上取組の概要 

 

（２） 2019年度の実証状況 
・2019 年 6月より，院内の患者人流測定を開始。 

・測定は，BLEタグと LoRAWANルータによる。 

・各測定エリアに対して、滞留状況が可視化された。滞留時間が長いエリアについては、

主に運用での改善が可能かを基に患者サービス向上に繋げていく。 

① 設置場所（測定エリア） 

  院内の診察室、放射線受付、CT受付、採血室に LoRAWANルータを設置。 

 

 

 

 

 
 

図 2-36患者の入退を記録する測定エリア 

ポイント蓄積行動 

サービスの利用・データ登録 

・ヘルスケア（歩数測定等） 

・ダイエット支援 

・お薬手帳 

・健康診断管理 

MSPポイントへの変換 有人カウンターでの 

無料相談 

 

・育児相談 

・介護相談 等 

各エリアにおいて患者の入退を記録 
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  ② 測定結果等 

    患者には、BLEタグが埋め込まれたクリアファイルを配布。 

 

 

 

 

 

 

図 2-37測定の際の BLEタグのイメージ          図 2-38電子カルテと BLEデータの測定結果比較 

 

人流測定により、診察室１、CT 室、診察室 4 で 30 分以上の滞留時間の発生が明らかと

なったほか、放射線受付（レントゲン）、採血はスムーズな流れが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-39各時間とエリアにおける滞留時間（分：中央値） 

 

各時間とエリアにおける 30 分以上と 60 分以上の滞留時間の割合をみると、放射線受付

（レントゲン）と採血では 30分以上の滞留はほぼなく、診察室では約 20%以上の患者で 60

分以上の滞留が発生していることが明らかとなった。なお、経路解析からは、採血が起点

となり、レントゲンや CTまたは診察室へ向かう経路を数値により確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-40各時間とエリアにおける 30分以上と 60分以上の滞留時間の割合 

電子カルテと BLEデータの測定結果 配布したクリアファイル               

 

 

電子カルテのデータは 8:30から記録される 

BLEはその前から記録される 

8:00に来院した患者の推移 

※受付は 8:30から開く 
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第 3 章  データの利活用に向けた取組 
 

スマートシティモデル事業の目的として挙げられているように、先進的技術をまちづくり分野に取り

入れ、都市・地域の課題解決に係るソリューションシステムの構築を目指すためには、持続可能で分野横

断的な取組を考え、実践することが必要である。 

 

柏の葉スマートシティにおいては、前述のとおり、複数の WGが立ち上がっているが、個々の取組が独

自にデータを収集し活用するという、いわば各取組の中で完結しているような取組もあるのが現状であ

る。これらの分野横断型の取組を進めるために、各取組で取得される、または取得可能なデータのリスト

を整理するとともに、それらのデータを使って、どのようなサービスを展開するのか、そして、その達成

度を測る KPIは何か、というフローチャートを整理した。これにより、各取組におけるデータの概要や取

得・利用にあたっての課題、WG 相互の分野横断的な取組検討のための基礎資料となることを企図してい

る。また、今後、柏の葉スマートシティで導入されるデータプラットフォームとの連携可能性の検討に繋

がるものである。 

 

具体的には、3.1. で柏の葉スマートシティにおいて導入が計画されている民間型・公共型データプラ

ットフォームの概要を述べたうえで、3.2.で、各取組におけるデータリスト・フローチャートの整理内容

と、3.3 で、データリスト・フローチャートを活用した分野横断型の取組概要を述べる。 
 
 

3.1. データプラットフォームの構築 
 

当地区においては、主に民間で得られるデータに基づく「民間型データプラットフォーム」と、公共

で得られるデータに基づく「公共型データプラットフォーム」で構成される分散型データプラットフォー

ムを構築する。 
 
これらを適宜連携することにより、公・民・学にとってのメリットに加え、公民双方のデータを横断

的に活用できる仕組みを構築することにより、新たなアプリケーション・サービスの創出につなげること

が可能である。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

図 3-1 民間型プラットフォームと公共型プラットフォームの概要 

【民間型データプラットフォーム】 
 

柏の葉エリアで人・環境・施設等に係る情
報（民間データ）を収集し、情報銀行等の仕
組みを活用した分散型データベースを構築
する。 

【公共型データプラットフォーム】 
 

行政サービスなどを通じて集まり蓄積され
るデータのうち、個人情報を含まないデー
タを FIWARE等の OSを活用して、可能な限
りオープンデータ化を促進する。 

データプラットフォーム 
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民間型プラットフォームと公共型プラットフォームを含む、当地区におけるデータプラットフォーム

の全体像は図 3-2に示すとおりである。これらのデータプラットフォームを活用することにより、個人

向けの利便性の高いサービスや、事業者向けの新たなビジネス展開のためのサービス提供が可能とな

る。柏の葉データプラットフォームによる新しいデータ流通の仕組みが、あらたな価値を生み出す循環

を創り出す。またそれにより、柏の葉への新たなプレイヤーの参入を促進し、まちの価値が向上する。 

 

            

図 3-2データプラットフォームの全体像 
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3.2. 各取組のデータリストの検討 
 
3.2.1. データリストのフォーマットの設定 

各取組で収集されるデータやその活用方法を可視化するため、データリストを設定した。 
 

 
１）データリスト 

データリストでは下表に示す 9つの項目(データ名称、データの測定対象、データの単位・更新頻度、   

データの取得方法と設置、データの所有元／管理元、データの公開可否、データの相互利用の可否、 
データ取得における課題／解決策等)を整理した。 

  
 

 
 
 
 
 

 

 

図 3-3 データリストのフォーマット 

1.No：各 WGの頭文字とする（モビリティ WG-A：MA、モビリティ WG-B：MB、エネルギーWG：E、パブリックスペース WG-A：PA、パブリックスペース

WG-B：PB、ウェルネス WG-A：WA、ウェルネス WG-B：WB、データプラットフォーム-民間：DA、データプラットフォーム-公共：DB） 

2.データの名称：取得するデータの種類及び具体的なデータ名 

3.データの測定対象：人、ビル、商業、オフィス、住宅、公園、歩道、車道等 

4.データの単位と更新頻度：取得するデータの単位と更新頻度（秒、分、時、日、月） 

5.データの取得方法と設置：取得する機器等の名称（温度計、湿度計、人感センサー、カメラ、スマートメーター（電力、水道）、ウェアラブルデ

バイス（アップルウォッチ等）と設置する対象 （建物側、電信柱、街路灯等） 

6.データの所有元と管理元：データの所有元と管理元について記載。 

7.データの公開の可否：取得データの公開（オープンデータ）の可否について記載。 

8.データの相互利用の可否：取得または保有データの相互利用（データの共有）の可否について記載。 

9.データ取得・利用等における課題と解決策：データの取得における課題、利用に関する課題等について具体的に記載。また、取得を利用のため

の解決策（方法、考え方、法改定等）について記載。 
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3.3. 分野横断型のデータ利活用に関する取組 
 
3.3.1. 分野横断型のデータ利活用の可能性について 

分野横断型のデータ利活用にあたっては、先ずは社会的課題を踏まえたうえで、各分野の取組

において入手できる、または入手可能性のあるデータに関する情報を集めたうえで、それらをど

う組み合わせるべきか、異分野のステークホルダー間が集いディスカッションする場が必要であ

る。 
今年度の検討においては、モビリティ、エネルギー、パブリックスペース、ウェルネスの各ワ

ーキングにおいて行われている取組ごとに、使用するデータリストとそれらの組み合わせによる

サービス／KPIを明らかにし、それらをすべてのコンソーシアム会員間で共有した。そのうえで、

それらの組み合わせによるソリューションの可能性について議論するワークショップを開催した。 
 
今後は、ワークショップの場を拡張するとともに、ソリューションの実証の主体・場として、

公・民・学による柏の葉リビングラボなどの設置が考えられる。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図 3-4 分野横断型データ利活用の可能性について 

  
 
 
 
 
 
 

図 3-5 ワークショップの様子 

社会課題・地域課題 

各ワーキングの取組における 
データリスト・フロー 

ディスカッションの場 

分野横断型データ利活用のソリューション 
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3.3.2.新たなサービス展開の可能性について 
前述の分野横断型のデータ利活用の検討の結果として、コンソーシアム会員から、約 40 の新

たなサービスのアイデア及び実現にあたっての示唆が得られた。ワークショップにおいて、各ワ

ーキングの中で実現可能性が高いと考えられるアイデアを抽出、ワーキングの中での議論を行い、

ワーキング同志のディスカッションを経て、具体的なサービスに繋がりそうな内容にブラッシュ

アップしたのが下記である。 
今後は、担うべきプレイヤーとの連携を図りつつ、これらの実現化に向けて具体的に検討を進

める。 
表 3-2 新たなサービス展開に向けたアイデア（案）概要 

No 
想定される 
サービス 

発案した 
ワーキング 

データ連携が考えられるワーキング(想定) 
新規取得 

データ 

（想定） 
モビリティ エネルギー 

パブリックス 

ペース 
ウェルネス 

1 
オフィス内空調の快適化 

（室内環境＋健康データ等） 

データ 

プラット 

フォーム 

- - 〇 〇 - 

  季節毎の室内温度 個人の健康情報 - 

2 

来訪者への包括的な移動支援

（交通＋イベント＋駐車場＋病

院待ち状態等データ等） 

データ 

プラット 

フォーム 

〇 - 〇 〇 〇 

ETC2.0  
人の混雑状況（イベ

ント・祭り時等） 
がんセンター混雑状況 周辺駐車場の空き情報 

3 

快適な室内環境のための新しい

パラメーターの作成 

（気象＋人流データ等） 

エネルギー 
- 〇 〇 - - 

- 街区の気象データ 人流データ - - 

4 
都市空間の快適性と低炭素の向

上（気象＋人流データ等） 
エネルギー 

- 〇 〇 - 〇 

- 気象データ 
外部の人流 

内部の人流 
- 

上記 3の新しいパラメータ

ー 

5 
まちの災害対応支援（EVバス

の蓄電池＋AEMSデータ等） 
エネルギー 

〇 〇 - - - 

EVバスの蓄電

池 
AEMSデータ - - - 

6 
高齢者の見守り支援（各家庭の

電力使用状態＋決済情報等） 
エネルギー 

- 〇 - - 〇 

- HEMSデータ - - 決済情報 

7 

個人の健康状況に応じたデジタ

ルマーケティング 

（位置＋健康データ等） 

ウェルネス 

- - - 〇 〇 

- - - 個人の健康データ 
位置情報 

歩行データ 

8 

個人の健康状況と属性に応じた

健康レシピ提供 

（属性＋健康＋飲食店舗の在庫

データ等） 

ウェルネス 

- 〇 - 〇 〇 

- 個人の属性データ - 個人の健康データ お店の飲食の在庫状況等 

9 

実社会における人の心をケア

（レセプトデータ＋心理評価デ

ータ等） 

ウェルネス 

- - - 〇 〇 

- - - レセプトデータ 
コミュニケーション・心理

評価データ 

10 

待ち時間ゼロのノンストップ診

療（公共交通＋電子カルテ等デ

ータ等） 

ウェルネス 
〇 - - 〇 〇 

自動運転バス - - 電子カルテ オンデマンド交通 

11 

パブリックスペースを利用した

子育て支援（健康情報＋パブリ

ックスペースデータ等） 

パブリック 

スペース 

- - - 〇 〇 

- - - ウェルネス情報計測 
公園で一時預かり 

サービス 

12 

より精度の高い交通の需要予測

と利用状況の把握（人流＋環境

＋病院利用者＋ICカードデー

タ等） 

モビリティ 

- - 〇 〇 〇 

- - 
AIカメラ 

気象データ 
病院の利用者数 ICカードデータ 

13 

データの有効活用による公共交

通運行の円滑化（自動運転バス

＋路面状況データ等） 

モビリティ 

〇 - 〇 - - 

自動運転バス - 
予防保全カメラデー

タ 
- - 
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第 4 章  モデル事業としての横展開 
今後、スマートシティに取り組む団体に対し横展開ができるように、これまでの取組の成果の検証やボ

トルネックの分析等を行うとともに、共通的に活用できる取組と個別の取組を整理する。 

具体的には、4.1. において、各ワーキングにおける取組の成果の検証と課題等の整理・分析等を行い、

4.2.において今後他団体への横展開のために、共通的に活用できる取組・個別の取組について整理する。 

 
 
4.1. 各取組の成果とボトルネックの分析 
4.1.1. モビリティ 
１）自動運転バスの導入 

（１） これまでの成果 
2018 年度より自動運転バスの運行開始に向けた関係者間の協議を開始し、2019 年 11 月より、東京

大学柏キャンパスのシャトルバスとして営業ナンバーでの運行を開始した。 
これまでの成果としては以下の点が挙げられる。 

① 運行開始に向け、関係者間での役割分担を整理し体制が構築できたこと 

② 営業運行を行うにあたって必要となる調整事項や対応事項が明確となったこと 

③ 収集できるデータとそれぞれの蓄積、共有について議論を行ったこと 

④ 長期間での運行によりメンテナンス等の課題が把握できたこと 

⑤ 継続的な運行、実証実験の実施について関係者間で必要性を共有できたこと 

 
（２） 課題等の整理・分析 
（２）－１ 中長期間を見越した課題 

自動運転技術を用いた公共交通の運行を広げるにあたり、以下の事項が課題となると考える。 
① 法制度の対応 

• 現状、公道にて運転責任者のいない状況（レベル 4以上）の走行は法制度上できない。（ジュ

ネーブ条約） 

• 遠隔監視での自動走行やハンドル・ブレーキ等がないが特殊な車両を用いる場合は、警察への

道路使用許可申請が必要など、手続き等に制限がある。（自動運転の公道実証実験に係る道路

使用許可基準） 
② インフラ面での対応 

• 走行に必要なインフラ（磁気マーカの道路への設置、信号機との連携等）の整備が必要である。 
• 手動車両との混在時は、他の交通に影響を受けにくい、影響を与えにくい走行環境の確保必要

である。 

• インフラ整備に関して、費用負担者、維持管理責任者等の分担整理が必要である。 
③ 地域の社会受容性の確保 

• 地域住民、公共交通の利用者、周辺の道路利用者等の自動運転車両への社会的な受容を受ける

必要である。 

• 自家用車の利用から公共交通の利用への転換が必要である。 
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２）駅周辺交通の可視化・モニタリングツールの構築 
（１） これまでの成果 

柏 ITS 推進協議会の交通情報利活用部会で運用中の「柏市域交通状況モニタリングツール」を活

用することで、ETC2.0車載器搭載車両の 200m毎の詳細な移動軌跡・速度の可視化が可能となるデー

タ特性に着目して、将来的な他の交通データとの融合も視野に、駅周辺の交通状況の可視化・モニタ

リングの具体的な提供イメージを検討した。最終的には本ツールを活用することで、MaaS を見据え

たストレスフリーな交通サービスの提供につなげることを目標とする。 

これまでの成果としては以下の点が挙げられる。 

① 既存のツールを最大限活用することで、駅周辺の自動車交通の混雑状況や利用経路の傾向等、

早期に状況把握の活用が可能となること 

② ETC2.0 データを蓄積し、定期的に分析することで、走行速度の向上等、定量評価が可能とな

ること 

③ ETC2.0 データの公開や他データの追加に向けた調整事項や複数データの融合による新たな活

用に向けた対応事項が明確となったこと 

④ 収集できるデータとそれぞれの蓄積、共有について議論を行ったこと 

 
（２） 課題等の整理・分析 
（２）－１ 短期間での課題 

① ETC2.0データの活用 

活用可能性について、国土交通省・東京大学と調整中である。 
② ナウキャストシミュレーションの実施 

ナウキャストシミュレーションの動作環境の構築や、シミュレーションのベースとなるネット

ワークデータ・計算条件等の検討が必要である。 
 
（２）－２ 中長期間を見越した課題 

多様な交通データによる駅周辺の交通状況の把握から MaaS を見据えたストレスフリーな交通サー

ビスの提供につなげるにあたり、以下の事項が課題となると考える。 

 

① データプラットフォーム化の対応 

• 複数の交通データの融合のみならず、予約・決済までの一連のサービスとして提供できる

情報基盤の整備が必要 

• 人流データ等、プライバシーに関する適切な処理が必要 
• 情報基盤整備に関して、異なる情報連携を実現するためのインタフェースや運用費用分担等

の調整が必要 
② 地域の社会受容性の確保 

• 地域住民、公共交通の利用者、周辺の道路利用者等の本ツール・情報基盤への積極的な利用

を促す仕組み（地域ポイント、クーポン等）が必要 

• 自家用車の利用から公共交通の利用への転換が必要 
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（２）－３ 期待される改善策 

ETC2.0 プローブデータに関する将来動向等を考慮し、以下の事項が改善策として期待される。 

 

① ETC2.0プローブデータの増大に伴う定量評価の精度向上 

高速道路、さらには一般道の主要幹線道路において、混雑状況に応じた動的料金課金等の料金

施策を促進するため、今後、ETC2.0対応車載機の普及率はさらに向上すると想定される。 

これにより ETC2.0 プローブデータ量が格段の増大し、日常的なモニタリング、さらには異常

傾向等のアラートも AI を活用することで可能となり、蓄積・分析による KPI 算出の精度向上も

期待できる。 

 

② 車種・移動状況等に応じた動的な交通施策の実現 

ETC2.0 対応車載機が普及し、当該データに紐づけられる車種や過去の移動履歴・当日の移動目

的地・走行予定ルート（CAN データやカーナビ機能との連携が前提）も新たに追加されると仮定

した場合に、車種や当日の移動先、今後走行が予測される経路上の交通状況を各車両からビッグ

データとして収集することで、当該エリア全体の交通流の円滑化に資する交通管制（信号制御、

車線運用等）への活用も期待できる。 

 
 
 
4.1.2. エネルギー 

エネルギーについては、「AEMS のクラウド化と需要予測の精度向上」、「太陽光発電設備の保守管

理 IoTプラットフォームの導入」、「省 CO2推進体制の構築」をまとめて、下記のとおり整理した。 

 
（１） これまでの成果 
（１）－１ AEMS のシステム構成変更（一部クラウド化）と需要予測の精度向上 

 本年度は、AEMS の更新要件を整理できたことが成果として挙げられる。また、今後の機能（ソフ

ト）追加に対応できる仕様にする等、柔軟なシステムとする必要性についても関係者間で共有ができ

た。今後は、具体的なシステムの構築を行い、2021年度新 AEMSの稼働を目指す。 
 

（１）－２ 太陽光発電設備の保守管理 IoTプラットフォームの導入 

 本年度は、スピーディーにセンサの試験導入を行い、導入効果を把握し、2020 年 3 月にセンサ設

置予定である。そして 2020 年 4 月から稼働できようにしたことが成果として挙げられる。今後は、

得られるデータを基に、効果的な保守管理を行っていく。 

 
（１）－３ 省 CO2推進体制の構築 

 本年度は、学識者にヒアリングを行い、更なる省 CO2推進のための課題として、エネルギー管理意

識の向上が必要であることを認識し、その対応策として推進協議会の設置を決めたことが成果とし

て挙げられる。今後、関係者の合意を経て推進協議会の活動を開始し、更なる推進を図っていく。 
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（２） 課題等の整理・分析 

今後それぞれの取組を推進するにあたり、下記が課題として挙げられる。 
①地域全体における需要側の省エネルギーと供給側の太陽光発電設備等の需給バランスを把握し、

地域全体の最適化に対する知見を蓄積することが必要となる。 

②「AEMS のシステム構成変更等」と「太陽光発電設備の保守管理等」を、有効に実行するために

は、管理運用者の意識向上が必要である。そのため、「省 CO２推進体制」に示されるような体制

を構築し推進していくことが有効である。 

 
 

4.1.3. パブリックスペース 

１）AI カメラ・センサ設置等を通じた多様なサービスの展開 

（１） これまでの成果 
 本年度は、具体的なサービスを出口に据え、それに必要な ICT機器の精査、設置に関する課題の検

討、行政協議、必要となるシステムの開発、AI カメラ設置に伴う運用ガイドラインの検討などを行

った。 

 

（２） 課題等の整理・分析 
AI カメラから収集される情報が本取組の基盤であるが、街路灯に AIカメラや Wi-Fi等の各種セン

サを設置するための条件が課題として挙げられる。中でも、これらのセンサへの電力供給方策につい

て、電力事業者との密な調整が必要である。 

 また、AI カメラによる情報の収集に関しては、国・自治体のガイドラインに沿った形で、関係住

民との意見交換と関連手続きを進める必要がある。 
 
 
２）センシングと AI 解析による予防保全型維持管理 

（１） これまでの成果 
本年度は、具体的なサービスを出口に据え、各社がデータの取得に努めた。年間を通して、データ

を取得できたことは大きな成果と言える。対象路線の拡大や深掘りしたデータ分析を進め、迅速にデ

ータ連携できるシステムを検討する。 
 

（２） 課題等の整理・分析 
各社のデータ連携について、管理者および各社にとって使い勝手の良いものにすることが課題であ

る。そのためには、一元化イメージを管理者と詰めること、各社が統一できる連携フォーマットを決

定していく必要がある。 
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4.1.4. ウェルネス 
１）柏の葉パスポート（仮称）を基盤とした個人向けサービス展開 
（１） これまでの成果 

個人向けサービス展開を見据えた計画が具体化したほか、データ需要家等へのヒアリングにより、

実証実験プラットフォームにおける健康関連データの利用意向を把握した。 
 
（２） 課題等の整理・分析 

①医療データなどの個人情報を安全に管理するため、匿名化やデータセキュリティなどのさまざま

なノウハウや技術が必要となる。 
②柏の葉パスポート（仮称）を通じて提供するサービスから得られるデータを活用した、新たなサー

ビスの構築を行い、利用者のメリットを向上することが課題となる。 
③健康診断データについては加入する保険組合により管理元が異なるため、まち全体の取組として、

どのようにデータを取得するかが課題となる。 
 

 

２） AI 技術を使ったフレイル予防の可能性検証 

（１） これまでの成果 
本年度は、柏市所有の保健医療データを整理・共有できたことが成果として挙げられる。今後は、

データの連携のあり方を検討し、サービスの具体化を目指す。 

 

（２） 課題等の整理・分析 
①AI や統計的手法により個人の何らかの属性を推測する行為、いわゆる個人プロファイリングに対

しては世界的にも関心が高まっている状況であり、リスク推定された個人が不当な扱いを受けな

いよう、人権、プライバシー保護への配慮が必要である。本取組が保健事業・介護予防事業におけ

る公益に資する取組であることを柏の葉住民を含む市民から理解が得られるよう、柏市個人情報

保護条例第 11 条の遵守に加え、個人情報と AI の利用目的を含む実証計画の事前公開、実証結果

の事後公表など、市民とのリスクコミュニケーションのあり方を設計し、実施していく必要があ

る。 

②フレイル・介護予防を実現するためには、AI技術によりリスクが判明した市民一人一人の行動変  

容を促し、日常生活に定着化させていく必要があり、そのためには柏市フレイル予防 2025 プロ

ジェクトなど市の取組との一体的推進が不可欠である。 

 

 

３）新たなサービス・データプラットフォームの基礎となる健康データ整理 
（１） これまでの成果 

本年度は、柏市所有の保健医療データを整理・共有できたことが成果として挙げられる。今後は、市民

サービス提供に必要なデータニーズの把握・取組の課題整理やデータプラットフォームを基盤とした

分野横断型取組を推進する。 
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（２） 課題等の整理・分析 
 ①個人に向けた、きめ細やかな施策・支援・サービスを展開するためには、様々な団体が所有する健

康に関するデータの整理・分析が必要であり、特に行政が各部署・目的ごとに分散して所有する膨

大なデータの名寄せには時間・労力・コストを要する。各団体間のデータ連携を行う上でも同様に

名寄せに関する調整が必要であり、特定の個人を識別できる情報（個人情報）は特に慎重に扱う必

要がある。なお、柏市が保有する個人情報の利用または提供に関しては、柏市個人情報保護条例第

11条に基づく取り扱いの検討が必要となる 

 

 ②個人情報は、本人に「本人の情報（個人情報）」を返すことが想定される。この場合の手続きとし

ては、本人の許諾を得ること、個人情報に関する本人確認・意思確認を行うことが必要である。一

方で、行政が従来行っている手法（窓口での対面確認など）ではサービス利用者にとって負担が大

きい。そのため、マイナンバー制度の活用、個人情報の取り扱いガイドライン策定、倫理審査会の

設立、条例や社内規定の再整理、実行するための技術や財源などの検討が必要である。また、一定

の倫理性・科学的妥当性を適切に判断する倫理審査会については、国などによる倫理審査会認定制

度といった仕組みがあることが望ましい。 
 
 ③特定の個人と識別ができない情報（匿名加工情報、非識別加工情報）は、外部利用する想定での検

証が新たに必要となる。このようなデータに対するニーズの把握に加え、対象とする情報の範囲な

ど、個人情報を扱うケースと同様の整理が必要である。 
 

④いずれの課題についても、健康データは慎重に扱う必要があり、個人情報保護・活用、個人に向け

た施策・支援・サービス実現のため、システムやデータなど技術面の知識に加え、法令など制度面

に関する高度な知識が必要であり、アドバイス制度や補助金など、国による支援が望まれる。 

 

 

４）IoT 技術の導入による患者のサービス向上、院内の業務効率向上 
（１） これまでの成果 

本年度は、院内に BLE および LoRaWAN ルータを設置し、患者の滞留時間等を可視化して行動パター

ンを把握するなど BLEタグによる人流測定の有用性を確認した。今後は、他の WGとの連携を強化し、

駅周辺の人流データを活用した遠隔チェックイン等のサービスの具体化を目指す。 
 

（２） 課題等の整理・分析 
①BLEによる人流測定は、BLEタグの患者への配布が必要となるほか、電池切れ等が生じた場合、

リアルタイムに状況が把握できないといった課題がある。 

②また、BLEタグにより取得できるデータ数が多いため、自動で解析できる体制の構築や解析マニ

ュアル等の整備が必要となる。 
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4.1.5. データプラットフォーム 
１）民間型プラットフォーム 
（１） これまでの成果 

今年度は、関連するプレイヤーとの協働体制に基づき、民間型プラットフォームの全体像の構築

と、「①認証サービス」、「②許諾管理サービス」、「③分散型データ連携サービス」、「④データバンク」

などの実現に向けた検討を行った。今後、９～10月のリリースに向けてさらなる具体化を図る。 
 

（２） 課題等の整理・分析 
①個人情報保護の観点において、個人情報保護法ガイドラインには準拠しているものの、データ

の種別によってはさらなる配慮が必要となる可能性がある。 
 
②個人のデータ利活用に関する受容性という観点から、データ倫理委員会や監査機能の設置につ

いても検討が必要である。構成メンバーを含めた推進体制については、今後具体的な検討を行

う。 
 
③民間型プラットフォームを持続可能に運営していくうえでは、データのマネタイズ手法につい

ても検討する必要がある。 
 
 
２） 公共型プラットフォーム 
（１） これまでの成果 

今年度は、柏市側でオープンにできるデータリストの作成、それらの活用方法の検討、また、各ワ

ーキングにおけるデータ活用ニーズについて検討を行い、公共型プラットフォームの在り方につい

て議論を深めた。 
 
（２） 課題等の整理・分析 

①行政データは種類・量ともに膨大であることに加え、各部署が個別に所管していることから、部門

間の障壁を超える必要があり、データ整理にあたって膨大なマンパワー及び資金が必要であるこ

とは大きなボトルネックと認識される。また、労力をかけてデータを整理しても使われない可能性

もあることから、どのようなデータの利用ニーズがあるか明らかにする必要がある。 
 
②柏市では，データを流通させる基盤があったとしても，オープンにする際にそのデータが個人情

報ではないことを判断する内部組織がない。社会受容性の確保という観点から，データ評価が必要

であり、国が認定する公的な倫理審査会等があることが望ましい。 
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4.2. 共通的な活用可能性のある取組について 
 
柏の葉国際キャンパスタウン構想においては、社会課題解決モデルとしての「環境共生都市」「健康

長寿都市」「新産業創造都市」の三本柱を明示している。これらは国内外含めてすべての都市が今後直

面する課題であり、本構想に基づく当該計画（スマートシティモデル事業）は、柏の葉という場におけ

る課題の解決とともに、他都市への普及・汎用性にも配慮した取組が行われている。 

 

それぞれの取組の普及・汎用性については、2章の 2.1.で整理されているが、基本的にはすべての取

組が他都市において共通的に活用可能であるといえる。ただし、各地区の特性へ応じたローカライズ、

そして整備・運営体制を構築することが必要である。特に、柏の葉スマートシティの特徴は、公・民・

学の推進組織（UDCK）、公民の主要なプレイヤー（柏市、三井不動産）の存在と市民も巻き込んだコミ

ュニティの存在が挙げられ、これらの土壌は、様々な先端的な取組を行う上で重要と考えられる。 
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資料3  
各会議等の概要 

会議名 参加社 目的・役割 協議概要 

 

全体会議 

 
柏市 
UDCK 
UDCKタウンマネジメント 
三井不動産(株) 
全社 

 
総合的な検討・調整を行うための会議 
・各 WGからの報告を受け、審議する。 

 

 各 WGの進捗の把握、助言 

 実行計画策定に係る進捗把握・助言 

 分野横断型プロジェクトについてのワークショ

ップ 等 

 

幹事会 

 
柏市 
UDCK 
UDCKタウンマネジメント 
三井不動産(株) 
(株)日建設計総合研究所 

 
各 WGの進捗確認など 

 

 各 WGの進捗の把握、進め方 

 全体スケジュールの管理 

 コンセプトの検討、データ相互利用方法 等 

 

データ 

プラット 

フォーム 

ワーキング 

 
柏市 
UDCK 
UDCKタウンマネジメント 
三井不動産(株) 
(株)日立製作所 
日本ユニシス(株) 
凸版印刷(株) 
日本電気(株) 

 
「公民学連携」+「データ駆動」による地
域運営 
・公民の二つのプラットフォームの 
連携 

・テーマ・分野を横断してデータ活用・
新サービス創出する仕組みの構築 

・新サービスを通じてデータをプラット
フォームに循環する仕組みの構築 

 

 民間型、公共型データプラットフォームのあり

方 

 各 WGからニーズの高いデータ 

 データ活用にあたってのリスク把握と対応方

針、ビジネスとしての持続可能性 

 実行計画の検討 等 

 

モビリティ 

ワーキング 

 
柏市 
UDCK 
UDCKタウンマネジメント 
三井不動産(株) 
柏 ITS推進協議会 
東京大学モビリティ・イノベー
ション連携研究機構 
ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ(株) 
首都圏新都市鉄道(株)(TX) 
(株)長大 
(株)アイ・トランスポート・ラボ 

 
AI/IoTとデータを活用したモビリティ分
野の課題解決 
・地域交通ネットワークの構築 
・駅から各施設への移動の利便性向上 
・主要施設間の移動の利便性向上 

 

 モビリティ WGとしてのビジョン検討 

 取組によって得られるデータリストとその活用

方法 

 今年度実施内容の共有・レビュー 

 他分野データの活用可能性 

 実行計画の検討 等 

 

エネルギー 

ワーキング 

 
柏市 
UDCK 
三井不動産(株) 
(株)日立製作所 
(株)日建設計総合研究所 

 
AI/IoTとデータを活用したエネルギー分
野の課題解決 
・供給側の効率化(創エネ効率化、再生可
能エネルギー利用) 

・AEMS進化・活用促進 
・需要側の誘導（AEMSデータ活用推進、
家庭内電力消費抑制） 

 

 AEMS(エリアエネルギーマネジメントシステム)

のあり方、参考事例 

 電力データ、人流データなど、他分野との連携

可能性検討 

 実行計画の検討 等 

 

パブリック 

スペース 

ワーキング 

 
柏市 
UDCK 
UDCKタウンマネジメント 
三井不動産(株) 
産業技術総合研究所 
(株)富士通交通・道路データサ
ービス 
川崎地質(株) 
(株)奥村組 
(株)日建設計総合研究所 

 
AI/IoTとデータを活用したパブリックス
ペース分野の課題解決 
・公共空間における賑わい形成 

(施設への利用者誘導) 
・人口増に対応した駅前混雑緩和 

(急速な人口増により懸念される混雑と
安心安全の維持) 

・公共空間の持続的な維持管理 
(財源が限られる中での効率的な公共空
間維持管理の工夫) 

 

 AIカメラの機器選定、配置場所、関係者協議の

進捗把握 

 AIカメラ設置のガイドライン検討 

 今年度実施内容の共有・レビュー 

 実行計画の検討 等 

 

 

ウェルネス 

ワーキング 

 
柏市 
UDCK 
三井不動産(株) 
国立がん研究センター東病院 
まちの健康研究所あ・し・た 
産業技術総合研究所 

 
AI/IoTとデータを活用したウェルネス分
野の課題解決 

・将来予測される高齢化への対応 
(人を中心としたデータ駆動による健康
なライフスタイルの誘導・支援) 

・駅から離れて立地する医療機関の利便
性向上 
(待ち時間を院内ではなく、まちで過ご
す仕組み) 

 

 ウェルネス WGとしてのビジョン、コンセプト

検討 

 共通目的、KPIの検討 

 他分野データの活用可能性 

 実行計画の検討 
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資料4  
契約・仕様書等 

 
 
 
１．業務名 

  先進的技術やデータを活用したスマートシティの実現手法検討調査（その 2） 
 
 
 
２．業務実施期間 

  自 令和元年 8月 8日 

  至 令和 2年 3月 19 日 

 
 
 
３．履行場所 

  国土交通省都市局 
 
 
 
４．発注者 

  東京都千代田区霞が関 2-1-3 
  支出負担行為担当官 
  都市局長    北村 知久 
 
 
 
５．受注者  

  柏の葉スマートシティコンソーシアム 
  代表者 一般社団法人柏の葉アーバンデザインセンター 
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６．仕様書  

１）業務の名称 

先進的技術やデータを活用したスマートシティの実現手法検討調査（その２） 
 
 
２）業務の目的 

我が国の都市においては、社会経済情勢の変化に伴い、人口減少や高齢化、厳しい財政制約等の

諸課題が顕在化する中、人工知能（AI）・IoT 等の新技術やビッグデータなど（以下「先進的技

術」という。）をまちづくりに活かすことで、市民生活・都市活動や都市インフラの管理・活用

を飛躍的に高度化・効率化し、都市・地域が抱える課題解決につなげるスマートシティの実現に

向けた取組を推進することが求められている。 
 
今般、先進的技術をまちづくり分野に取り入れ、持続可能で分野横断的な取組により、都市・地

域の課題解決に係るソリューションシステムの構築を目指す提案を公募し、モデル的な事業（先

行モデルプロジェクト）を選定したところである（5月 31日公表）。 
 
本調査では、柏市（柏の葉キャンパス駅周辺）を対象として提案したスマートシティを実現する

ための手法を検討するために、都市の課題の整理と課題解決に向けた先進的技術の活用方策の検

討や実証調査に向けた検討を実施するものである。 
 
 
３）業務の内容 

（１）都市の課題に対して実効性のある先進的技術の活用手法の検討・整理 
柏市（柏の葉キャンパス駅周辺）の課題を既往の計画や各自治体の最新データをもとに整理し

たうえで、課題に応じて活用可能な先進的技術をし、導入の実現可能性を検討する。 
 
（２）データの利活用における条件設定 

標準化されたフォーマットの使用や多様な主体がデータフォーマットを活用できること、 
また、既存のプラットフォームとの連携が可能となる仕様を検討する。 

 
（３）モデル事業としての横展開 

今後、スマートシティに取り組む団体に対し横展開ができるように、共通的に活用できる取組

と個別の取組を整理する。 
 
（４）報告書とりまとめ 

 
 
 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


	第 1 章 　調査の目的と内容
	1.1.  調査の背景・目的
	1.2.  調査の内容
	1.3.  実施体制について
	1.4.  調査対象区域
	1.5.  柏の葉エリアの概要と上位計画
	1.5.1.  柏の葉エリアの概要
	1.5.2. 柏の葉国際キャンパスタウン構想（2008.3）

	1.6. 計画区域のコンセプトと戦略
	1.6.1.  計画区域の現状と課題
	1.6.2.  計画区域のコンセプトと戦略
	1.6.3.  各取組の概要と目標（KPI）の全体像
	1.6.4. 推進体制とスケジュール


	第 2 章 　都市の課題に対して実効性のある先進的技術の活用手法の検討・整理
	2.1.  各技術の抽出理由・制約条件等について
	2.2.  各技術の概要
	2.2.1. モビリティ
	（１） 自動運転サービス実証実験
	２） 柏市域交通状況モニタリングツール
	（１） データの流れ
	（２） 出力画面イメージ
	（３） データの収集状況
	（４） 運行評価等への活用
	（５） 拠点間の交通状況確認


	2.2.2. エネルギー
	１） MBRによるエネルギー需要量予測システム
	（１） AEMSのシステム構成の変更（一部クラウド化）と需要予測の精度向上

	２） IoTプラットフォーム「ＰＰＬＣ™-ＰＶ」（ヒラソル・エナジー社）
	（１） 太陽光発電設備の保守管理IoTプラットフォームの導入


	2.2.3. パブリックスペース
	１） AIカメラ、Wi-Fiセンサによる人流測定、環境センサによる屋外環境把握
	（１） AIカメラ・Wi-Fiセンサ等の整備
	（２） 安心・安全における取組
	（３） 都市空間運営における取組

	２） 路面データ、空洞化データ(AI自動解析)、下水道管理老朽化データの統合及び可視化
	（１） 取組の全体像
	（２） 2019年度の取組内容


	2.2.4. ウェルネス
	１） 柏の葉パスポート（仮称）
	（１） 取組の全体像
	（２） 2019年度の検討内容
	（３） 2020年度以降の取組内容
	２） BLEタグとLoRAWANルータによる院内の人流測定
	（１） 取組の全体像
	（２） 2019年度の実証状況




	第 3 章 　データの利活用に向けた取組
	3.1.  データプラットフォームの構築
	3.2.  各取組のデータリストの検討
	3.2.1.  データリストのフォーマットの設定

	3.3.  分野横断型のデータ利活用に関する取組
	3.3.1.  分野横断型のデータ利活用の可能性について
	3.3.2. 新たなサービス展開の可能性について


	第 4 章 　モデル事業としての横展開
	4.1.  各取組の成果とボトルネックの分析
	4.1.1.  モビリティ
	１） 自動運転バスの導入
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析

	２） 駅周辺交通の可視化・モニタリングツールの構築
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析


	4.1.2.  エネルギー
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析

	4.1.3.  パブリックスペース
	１） AIカメラ・センサ設置等を通じた多様なサービスの展開
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析
	２） センシングとAI解析による予防保全型維持管理
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析

	4.1.4.  ウェルネス
	１） 柏の葉パスポート（仮称）を基盤とした個人向けサービス展開
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析
	２）  AI技術を使ったフレイル予防の可能性検証
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析
	３） 新たなサービス・データプラットフォームの基礎となる健康データ整理
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析
	４） IoT技術の導入による患者のサービス向上、院内の業務効率向上
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析

	4.1.5.  データプラットフォーム
	１） 民間型プラットフォーム
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析
	２）  公共型プラットフォーム
	（１） これまでの成果
	（２） 課題等の整理・分析


	4.2.  共通的な活用可能性のある取組について


